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要  旨 

 

2020年12月、中国共産党中央政治局会議及び中央経済工作会議が「独占禁止を強

化し、資本の無秩序な拡張を防止する」との重点政策を打ち出して以来、アリババ、

テンセント等、従来、中国において独占禁止法（以下「独禁法」という。）執行の対象

とならない「聖域」とも目されてきたデジタルプラットフォーム事業者を中心に活発

な同法規制が展開されている。本稿ではまず、こうした規制強化の背景を検討すると

ともに、同事業者に対する独禁法規制の具体例を中心に紹介・分析する。さらに、同

事業者に対するネットワーク安全法（サイバーセキュリティ法）等、他の法令に基づ

く規制動向も紹介し、それらとの比較で独禁法規制がどのような傾向及び特徴を有し

ているか明らかにする。本稿における検討は、デジタル貿易分野における多国間ルー

ルの形成に向け、その方向性に対し大きな影響を与えうる中国における関連規制の現

状を把握する基礎作業として実務的意義が認められる。 
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Ⅰ．はじめに 
筆者は、2020年4月に公表したRIETIディスカッション・ペーパーにおいて 1、中国のデジタ

ルプラットフォーム分野におけるアリババとテンセントを中心とするエコシステムについて紹介

し、同分野の事業者らが経営戦略として「二選一（二者択一）」強制を恒常的に採用しており、こ

れに対する民事訴訟や反不正当競争法による行政処分が見られる一方で、独占禁止法（以下「独禁

法」という。）による行政処分が全く見られないことを指摘した。同ペーパーは、その背景にイン

ターネット関連市場の動態性や新規参入の容易さを重視して、同市場における支配的地位の認定を

容易に認めない姿勢を示した奇虎対テンセント事件最高人民法院判決（2014）があること、アリ

ババ及びテンセントの政治的影響力が指摘されるが、両者の行動は必ずしも自らを聖域とは考えて

いないことを示唆すること、独禁当局である国家市場監督管理総局（以下「市場総局」という。）

の2019年の規定や2020年初の独禁法改正案に、インターネット分野の市場を意識し、同市場に

おける規制を活発化させる可能性のある規定が盛り込まれてこと等を指摘し、今後、実際に同市場

における法執行が行われるのか注目に値すると展望した。 
 同ペーパー公表から 1 年に満たない 2020 年 12 月、中国共産党中央政治局会議及び中央経済工

作会議が「独占禁止を強化し、資本の無秩序な拡張を防止する」との重点政策を打ち出した。それ

以来、上記の通り中国独禁法の規制対象とはなってこなかったアリババ、テンセント等、デジタル

プラットフォーム事業者を中心に活発な同法規制が展開されている 2。 
具体的には、2021年2月７日、「プラットフォーム経済分野に関する独占禁止ガイドライン」が

制定・公表され、同 4 月 10 日には、ネット通販プラットフォーム最大手アリババが出店者に対し

競合プラットフォームへ出店を禁止（いわゆる「二者択一」強制）していたとして、約182億元（当

日の1元＝16.7円のレート換算で約3,044億円）の行政制裁金を課す処分が下された。さらに同7
月 10 日、テンセント傘下のゲームライブ動画配信プラットフォーム大手 2 社（虎牙・闘魚）の企

業結合が禁止されただけでなく、同月24日にはテンセントによる2016年の競合音楽配信事業者の

買収が未届出で実施され、かつ競争制限効果があったとして、50万元（約850万円）の行政制裁金

が課されるとともに、音楽著作権の独占ライセンス契約の解除が命ぜられた。 
こうした独禁法規制に加え、7月初には配車アプリ大手・滴滴出行（以下「滴滴」という。）に対

するネットワーク安全審査が開始され、同アプリの新規ユーザー登録やアプリストアでのダウンロ

ードが停止されると、米国で新規株式公開直後であった同社の株価が急落した。中国におけるデジ

タルプラットフォーム事業者に対する一連の規制強化の影響は、中国国内にとどまらず世界市場に

及んでいる。 
 一連の動きは「中国共産党による巨大 IT 企業に対する統制強化」と一括りに紹介されることが

多い。しかし、各規制はその根拠法令や規制当局も異なれば、規制強化に至った背景事情や規制姿

 
1 川島富士雄「中国における電子商取引分野に関する法規制―独占禁止法、反不正当競争法及び電子商取引法を中心

に―」独立行政法人経済産業研究所ディスカッション・ペーパー20-J-022（2020）1-24頁。 
2 個々の規制動向の詳細については、筆者の個人ブログ（https://fujiokawashima.wordpress.com/）も参照された

い。 

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/20j022.pdf
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/20j022.pdf
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/20j022.pdf
https://fujiokawashima.wordpress.com/
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勢も異なっており（後掲 V(2)の図表 2 参照）、これらを無視して論ずることは適切ではない。本稿

は、こうした規制強化のうち、特に独禁法規制強化の背景と個々の規制事例を検討し、同様の現象

が進行する日米欧との比較で中国がどのような特徴を有しているか浮き彫りにするとともに、中国

の他分野での規制強化や関連政策文書との異同や相互関係についても併せて分析する。 
以下、Ⅱでは、デジタルプラットフォーム事業者に対する規制強化の流れを概観し、その背景に

どのような要因が作用していたのか検討する。Ⅲでは、2021年2月７日公表の「プラットフォー

ム経済分野に関する独占禁止ガイドライン」によって、いかなる法執行方針が示されたか紹介す

る。Ⅳでは、デジタルプラットフォーム事業者に対する独禁法規制の具体的事例を紹介し、日米欧

における対応する規制との比較で中国がどのような傾向及び特徴を有しているか分析する。Ⅴで

は、独禁法以外の法令に基づくデジタルプラットフォーム事業者に対する規制例を紹介し、独禁法

規制との異同を分析する。Ⅵでは、直近の独禁法当局の格上げと法改正の動向を紹介するととも

に、以上の分析を整理し、そこから示唆を導出するとともに、今後を展望する。 
 

Ⅱ．デジタルプラットフォーム事業者に対する規制強化とその背景 
 「はじめに」で紹介した2020年12月以降の規制強化の2か月程前から2021年末までの重要な

出来事を時系列的に整理したのが、次の図表である。 
 

図表１ 2020年10月～2021年12月の関連動向 
（2020年） 
10月21日、中国証券監督管理委員会、アント上海科創板新規株式公開（IPO）承認発表 
10月24日、馬雲氏、上海で講演「時代遅れの金融規制、中国金融は質屋」 
11月2日、馬雲ら金融当局面談、ネット小口融資規制強化案 
11月3日、アント IPO延期決定     
11月10日、市場総局「プラットフォーム経済分野独禁指針（意見募集稿）」公表 
12月11月、党中央政治局会議「独占禁止を強化し資本の無秩序の拡張を防止」  
12月14日、市場総局、アリババ投資、テンセント実質子会社及び豊巣ネットワークに対する企業

結合未届出実施処分（50万元の行政制裁金） 
12月18日、党中央経済工作会議「独占禁止を強化し資本の無秩序の拡張を防止」を、2021年の 
      8大重点任務の１つに 
12月22日、市場総局、商務部と共催で社区共同購入秩序規律行政指導会を開催 
12月24日、市場総局、アリババ集団「二選一」立入検査 

市場総局、京東・T モール・唯品会の不正当価格行為に 50 万元制裁金（12/30 公表） 
12月27日、中国人民銀行等金融当局によるアント集団に対する指導 
※ 重要な動きは太字、以下同じ。 
※ 脚注を付すと多数となるため、簡略的に情報源へのリンクのみ付した。以下同じ。 
（次頁に続く） 

http://www.pbc.gov.cn/goutongjiaoliu/113456/113469/4092987/index.html
https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202011/t20201109_323234.html
http://cpc.people.com.cn/n1/2020/1211/c64094-31963885.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202012/t20201214_324334.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202012/t20201214_324340.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202012/t20201214_324337.html
https://www.12371.cn/2020/12/18/ARTI1608287844045164.shtml
http://www.samr.gov.cn/xw/zj/202012/t20201222_324567.html
https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202012/t20201224_324638.html
https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202012/t20201230_324826.html
http://www.pbc.gov.cn/goutongjiaoliu/113456/113469/4153479/index.html
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（2021年） 
1月7日、中国消費者協会、ネット上のAI使用による消費者権益侵害を指摘 
    アリババ、テンセント等ネット金融商品取り扱い中止 
1月20日、人民銀行「ノンバンク決済機構条例（意見募集稿）」公表 
1月28日、財務部・市場総局「独占禁止活動補助経費管理暫定弁法」（2月1日施行） 
2月7日、国務院独占禁止委員会「プラットフォーム経済分野独禁指針」制定公表 
2月8日、唯品会の二選一に対し反不正当競争法違反で300万元の行政制裁金 
3月5日、「政府活動報告」（独占禁止の強化と資本の無秩序な拡張の防止） 
3月12日、第14次5カ年規画綱要「競争政策の基礎的地位強化、独禁法・反不正当競争法の執行・

司法力強化、資本の無秩序な拡張防止、プラットフォーム経済の健全な発展」 
     ネット企業12社、10件の企業結合未届出実施に50万元の行政制裁金 
     国家ネット情報弁公室等「ネットアプリ必要個人情報範囲規定」 
3月15日、市場総局「ネットワーク取引監督管理弁法」制定発布（5月1日施行） 
     中央財経委員会第9次会議「プラットフォーム経済の健全な発展の促進」 
4月10日、アリババ集団による二者択一強制を独禁法違反として182億元の行政制裁金・指導 
4月12日、人民銀行等金融当局、アントに対し再指導 
4月13日、34主要プラットフォーム企業に行政指導、法令遵守事業約束の提出を求める 
4月22日、全国市場監督管理系統独占禁止工作会議・全国市場監督管理系統ネットワーク取引監督

管理工作会議 
4月26日、ネット出前大手・美団による二者択一強制等調査開始公表 
4月30日、9件のネット分野の企業結合未届出実施処分（各50万元）（3/22付1件、4/28付8件） 
5月7日、インターネット企業改善督査専題会（各地方当局の取組報告） 
5 月 10 日、オンライン教育プラットフォーム・作業幇（アリババ等出資）、猿輔導（テンセント出

資）の不当表示に250万元（反不正当競争法200万＋価格法50万） 
5 月 27 日、社区共同購入プラットフォーム不当表示等（3 月 3 日処分）のうち再犯の十荟団(Nice 

Tuan)、150万元＋江蘇地区で3日間営業停止 
6月3日、「シェアリング消費」行政指導会（シェアサイクル等） 
6月17日、滴滴（Didi）の独禁法調査の報道 
7月2日、ネットワーク安全審査弁公室、滴滴に対するネットワーク安全審査を開始 
7 月 4 日、ネットワーク情報弁公室、滴滴に個人情報の違法収集利用があったとして、アプリスト

アに対し「滴滴出行」アプリの取り下げを通知 
7月6日、22件のネット分野の未届出企業結合実施処分（各50万元） 
    （含むテンセントによる捜狗出資、但し競争制限効果なし） 
7月10日、テンセント系のゲームライブ配信プラットフォーム虎牙・闘魚合併禁止 
      ネットワーク安全審査弁法改正案公表 
7月12日、テンセントによる捜狗完全子会社化無条件承認（ﾘｽﾄ 17、13日公表） 

 

http://m.cca.cn/zxsd/detail/29897.html
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http://m.cca.cn/zxsd/detail/29897.html
http://www.gov.cn/hudong/2021-01/21/content_5581574.htm
http://fgk.mof.gov.cn/ui/src/views/law_html/85343.html
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/02/08/ptzn/
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https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/02/10/vipshop/
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http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/ftjpz/202107/t20210708_332421.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/ftjpz/202107/t20210708_332421.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/ftjpz/202107/t20210708_332421.html
http://www.cac.gov.cn/2021-07/10/c_1627503724456684.htm
http://www.samr.gov.cn/fldj/ajgs/wtjjzajgs/202107/t20210713_332601.html
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7月24日、テンセントによる中国音楽集団買収（2016年実施）処分 
8月30日、中央全面深化改革委員会、独禁法施行を共同富裕促進政策下へ位置づけ 
10月8日、ネット出前大手・美団による二選一強制に行政処分（約34.42億元）・指導 
10月9日、第14次電子商務発展5か年規画（10月27日公表） 
10月19日、第13期全国人民代表大会常務委員会第31次会議「中華人民共和国独占禁止法（修正

草案）」審議 
10月23日、同草案公表（意見募集期限11月21日） 
11月15日、国家独占禁止局発足（トップ甘霖氏）、18日同局看板掲示式 
11月15日、第14次ビッグデータ産業発展五か年規画（11月30日公表） 
11月20日、ネット分野等の企業結合43件未届出実施処分（各50万元） 
12月3日、滴滴、米国上場廃止手続開始、香港上場準備へ 
12月28日、ネットワーク安全審査弁法改正制定公布（2022年1月4日公表・2月15日施行） 
12月31日、ネット分野等の企業結合13件の未届出実施処分（各50万元） 

 
2020年10月24日、アリババ創業者にして前CEOの馬雲（ジャック・マー）氏が、上海の金融

関係シンポジウムの講演の中で、政府の時代遅れの金融規制を批判したことが、独禁法規制を含め

た情報技術（IT）企業に対する各種規制強化に至るきっかけとなったと紹介されることが多い。そ

の約 1 週間後の 11 月 2 日、馬氏を含むアント集団の経営責任者が金融当局と面談し、翌日、直後

に予定されていた同社の上海市場での新規株式公開（IPO）の延期が決定され、Ⅰで前述した「プ

ラットフォーム経済分野における独占禁止法ガイドライン」のパブリックコメント用原案が同月11
日に公表された時系列からも、そのような印象が強まる。 
 しかし、同原案は既に細部まで練った内容で公表されており、短期間で準備できるものではなく、

それ以外のプラットフォーム関係のルール整備が 10 月 24 日講演より以前から始まっていること

から、上記のような理解には疑問がある。すでに別稿で論じたように 3、今回の独禁法を含むデジタ

ルプラットフォーム事業者に対する規制強化の直接のきっかけとなったのは、2020 年 4 月の中国

版ツイッター・微博（ウェイボ）によるアリババ集団のTモール総裁・蒋凡氏の不倫スキャンダル

もみ消し事件であったと考えている（アリババはウェイボの筆頭株主）4。 
従来は次頁の図解1のように、独禁当局である市場総局に対し、一般消費者、出店者、競争者等

から、デジタルプラットフォーム事業者の市場独占や市場支配的地位の濫用に対する苦情が多数寄

 
3 川島富士雄「経済教室 中国の産業政策を読む（中）競争政策、巨大 ITに照準」日本経済新聞2021年2月18日

朝刊27頁。 
4 2020年4月、同氏の妻がウェイボ上で不倫相手を名指しで非難したところ、ウェイボがこれらの投稿を検索順位

の下位に表示する等目立たないように操作したことが明るみに出て、同年6月には国家インターネット情報弁公室が

北京市インターネット情報弁公室に対し、同社の処分を指示し、実際に1週間の営業停止処分が下された。翟薇・朱

明刚「舆情观察：蒋凡事件舆论异常高压 危机处置现新挑战」人民网（2020年4月30日）。国家互聯網信息弁公室

「国家網信弁指導北京市網信弁約談処分新浪微博」（2020年6月10日）。同スキャンダルを含めた詳しい紹介は高

口康太「巨大 IT企業アリババを襲った不倫スキャンダル」『文芸春秋』2021年8月号120₋127頁参照。 

http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210724_333020.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210724_333020.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210724_333020.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210724_333020.html
http://www.xinhuanet.com/politics/2021-08/30/c_1127810407.htm
http://www.xinhuanet.com/politics/2021-08/30/c_1127810407.htm
http://www.xinhuanet.com/politics/2021-08/30/c_1127810407.htm
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202110/t20211008_335367.html
http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2021-10/27/content_5645853.htm
http://www.npc.gov.cn/npc/c30834/202110/512cd30239f2492e9ef079500ea9f1a0.shtml
http://www.npc.gov.cn/npc/c30834/202110/512cd30239f2492e9ef079500ea9f1a0.shtml
http://www.npc.gov.cn/flcaw/flca/ff8081817ca258e9017ca5fa67290806/attachment.pdf
http://www.npc.gov.cn/flcaw/userIndex.html?lid=ff8081817ca258e9017ca5fa67290806
https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202111/t20211118_336974.html
https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202111/t20211118_336974.html
http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2021-11/30/content_5655089.htm
https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202111/t20211119_337049.html
http://www.cac.gov.cn/2022-01/04/c_1642894602182845.htm
http://yuqing.people.com.cn/n1/2020/0430/c209043-31694696.html
http://www.cac.gov.cn/2020-06/10/c_1593350719478753.htm
http://www.cac.gov.cn/2020-06/10/c_1593350719478753.htm
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せられていたが 5、中国共産党及び国務院内に、イノベーション促進や国際競争力向上の観点から、

デジタルプラットフォーム事業者に対する規制を押しとどめる勢力が存在しただけでなく、党中央

宣伝部等、従来、IT企業を情報収集や情報統制にとって有用な協力相手と考えてきた勢力も、これ

に賛同していたものと推測される。これに対し、中国人民銀行を筆頭とする金融当局は、デジタル

プラットフォーム事業者の金融分野への進出と業務拡張に伴い、そのシステミックリスクに対する

懸念を強めていたが、その意見が大勢を占めることはなかった。結果として、市場総局は独禁法規

制に対する強い要請にもかかわらず、デジタルプラットフォーム事業者に対する規制に踏み切れな

かったと考えられる。 
しかし、2020 年 4 月のウェイボのスキャンダルもみ消し事件後、IT 企業がメディアを支配し、

共産党の専権事項である世論工作の領域にまで踏み込んできたとの懸念を深め 6、党・国務院内部

でアリババ、テンセント等に対する独禁法規制を押しとどめるよう作用していた従来の政治力学が

次頁の図解 2 のように大きく変わり、金融当局などの IT 企業に対する規制を強めるべきだとの意

見が通りやすくなった 7。これがⅠの冒頭で紹介した2020年12月の「独占禁止の強化と資本の無

秩序な拡張防止」の重点任務化、そして現在の独禁法を含む規制強化につながったと考えられる。 
しかし、規制強化のきっかけは共産党独裁体制の維持・強化であったとしても、個々の法運用に

おいて、そうした政治的な意図が具体的に反映されているかどうかは、別途分析が必要である（後

述Ⅳ6(2)）8。 
 

図解１ 従来の対 IT大手企業に対する独禁法規制の政治力学 

 

 
5 例えば、滴滴打車によるウーバー事業買収後の価格引き上げに対する不満については、川島・前掲注(1)18頁、ア

リババによる二者択一強制に対する競争者（京東）や利用事業者（格蘭仕）による民事訴訟については、同16頁を

それぞれ参照。なお、同18頁掲載の「黄文得（ドライバー）」は、正しくは「黄文得（利用者）」である。お詫びし

て訂正する。 
6 2020年11月段階ではあるが、同宣伝部副部長の徐麟氏が「資本による世論操縦のリスクを断固として防止する」

と発言している。「中宣部副部长徐麟：坚决防范资本操纵舆论」人民網（2020年11月19日。 
7 2020年8月1日、中国人民銀行が独禁法当局である国家市場監督管理総局に対し、アリババ及びテンセントの調

査を開始することを要求したとの報道があった。「独家：中国考虑对支付宝及微信支付进行反垄断调查」路透（2020
年8月1日）。 
8 本稿では必ずしも詳細な分析は展開しないが、「テンセント・音楽配信関係の処分（続）」（筆者個人ブログ2021
年7月25日投稿）では、個々の法運用に、政治的な意図が具体的に反映されてはいないと分析した。 

https://wap.peopleapp.com/article/rmh17013241/rmh17013241
https://wap.peopleapp.com/article/rmh17013241/rmh17013241
https://jp.reuters.com/article/china-cen-antitrust-wechat-alipay-0731-idCNKCS24X3A2
https://jp.reuters.com/article/china-cen-antitrust-wechat-alipay-0731-idCNKCS24X3A2
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/07/25/tencent-2/
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図解２ 現在の対 IT大手企業に対する独禁法規制の政治力学 

 
 

Ⅲ．プラットフォーム経済分野に関する独占禁止ガイドライン 

 １．ガイドラインの概要 
2021年2月7日、国務院独占禁止委員会は「プラットフォーム経済分野に関する独占禁止ガイ

ドライン（以下「本指針」という。）」を制定公布した 9。以下はその概要である。 

 本指針は、第1章（総則）、第2章（独占合意）、第3章（市場支配的地位の濫用）、第4章（企

業結合）、第5章（行政権力の濫用による競争の排除又は制限）及び第6章（附則）の全6章24
か条から構成される。2020年11月10日に市場総局が意見募集のため公表した原案（以下「意見

募集稿」という。）と比べると 10、章構成や条文内容は大きく変更されておらず、例えば、第3条

（基本原則）では、意見募集稿公表後、同年12月から用いられるようになった「資本の無秩序な

拡張を防止する」というスローガンを盛り込む等の微調整が行われている。 
 第1章（総則）は、第1条（目的と根拠）、第2条（定義）、第3条（基本原則）及び第4条

（関連市場画定）から構成される。まず、第1条は「インターネットプラットフォーム経済分野

の独占行為を予防及び制止し、市場における公平競争を保護し、プラットフォーム経済の規律が秩

序だって、イノベーションが健全に発展するよう促進し、消費者利益及び社会公共利益を保護する

ため、中華人民共和国独占禁止法（以下「独占禁止法」という。）に基づいて、本指針を制定す

る。」と本指針の目的と制定根拠を明らかにしている。第2条（定義）は、プラットフォーム、プ

ラットフォーム事業者、プラットフォーム内事業者を定義した上で、プラットフォーム経済分野事

業者をプラットフォーム事業者、プラットフォーム内事業者及びプラットフォーム経済分野に参加

するその他の事業者を含む概念として定義している。 
 第3条（基本原則）は、①市場の公平競争の保護、②法に従った科学的高効率の監督管理、③

イノベーション活力の刺激及び④各当事者の合法権益の保護の4つの原則を挙げている。このう

 
9 「国務院反壟断委員会関於平台経済領域的反壟断指南」（国反壟発〔2021〕1号、2021年2月7日成文・発布）。 
10 「市場監管総局関於《関於平台経済領域的反壟断指南（徴求意見稿）》公開徴求意見的公告」（2020年11月10
日）。意見募集稿からの変更点の詳細については、「独占禁止委員会『プラットフォーム経済分野に関する独占禁止ガ

イドライン』公表」筆者個人ブログ2021年2月8日投稿参照。 

http://gkml.samr.gov.cn/nsjg/fldj/202102/t20210207_325967.html
https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202011/t20201109_323234.html
https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202011/t20201109_323234.html
https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202011/t20201109_323234.html
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/02/08/ptzn/
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/02/08/ptzn/


8 
 

ち①には、「プラットフォーム経済分野における公平競争を保護し、資本の無秩序な拡張を防止

し、プラットフォーム企業のイノベーション発展を支持し、国際競争力を増強する」と、2020年

12月に重点任務化された「資本の無秩序な拡張を防止」と並んで、Ⅱの図表1においてプラット

フォーム事業者に対する規制を押しとどめる政治勢力の重視していたイノベーション促進と国際競

争力増強が挙げられている点が注目される 11。 
 第4条（関連市場画定）は、まず「プラットフォーム経済分野の関連商品市場及び関連地理的

市場の画定は、独占禁止法及び『関連市場画定に関する国務院独占禁止委員会指針』の確定する一

般原則を遵守し、同時にプラットフォーム経済の特徴を考慮し、個別事案と結びつけ、具体的な分

析を進める」とした上で、「個別事案において関連商品市場を画定する際は、プラットフォーム機

能、ビジネスモデル、アプリケーションシーン（原文 应用场景）、ユーザーグループ、多面市

場、オフライン取引等の要因に基づいて需要面での代替性分析を行うことができる。事業者の行為

に対しもたらす競争上の制約が需要面での代替性と類似するときは、市場参入、技術障壁、ネット

ワーク効果、ロックイン効果、スイッチングコスト、分野を超えた競争（原文 跨界竞争）等の要

因に基づいて供給面での代替性分析を行うことができる。具体的には、プラットフォームの一方の

商品に基づいて商品市場を画定することも、プラットフォームが関わる多方面の商品に基づいて、

多くの関連商品市場を画定し、かつ各関連商品市場煥の相互関係及び影響を考量することもでき

る。当該プラットフォームに存在するプラットフォームを跨いだネットワーク効果（筆者注 間接

ネットワーク効果）がプラットフォーム事業者に対し十分な競争上の制約をもたらすことができる

ときは、当該プラットフォーム全体に基づいて関連商品市場と画定することができる」と規定して

いる。 
 第2章（独占合意）は、第5条（独占合意の形式）、第6条（水平的独占合意）、第7条（垂直

的独占合意）、第8条（ハブアンドスポーク合意）、第9条（共同行為の認定）及び第10条（リニ

エンシー制度）の6か条から構成される。このうち、第6条及び第7条が、技術手段、プラット

フォーム規則、データ、アルゴリズムを利用した意思の連絡、共同行為及び制限に言及している点

が本指針の大きな特徴となっている。また、垂直的合意の具体例として、第7条がいわゆる最恵

国待遇（MFN）条項を例示しているほか 12、第8条が中国独禁法関連の公式文書としては初めて

ハブアンドスポーク合意の成立可能性に言及している。 
第 3 章（市場支配的地位の濫用）は、第 11 条（市場支配的地位の認定）、第 12 条（不公正な価

 
11 2020年12月15～18日開催の中央経済工作会議は、2021年の8つの重点任務の6つ目として、以下を挙げた。

その中で既に、本文の3つの要素は同時に追求すべきものと位置付けられている。「６は、独占禁止の強化と資本の

無秩序な拡張の防止である。独占禁止、不正当競争禁止は、社会主義市場経済体制を完備し、高品質の発展を推進す

る内在的な要求である。国家はプラットフォーム企業のイノベーション発展を支持し、国際競争力を増強し、公有

制経済と非公有制経済の共同発展を支持すると同時に、法によって発展を規律し、デジタルルールを健全化しなけれ

ばならない。プラットフォーム企業の独占認定、データ収集利用の管理、消費者権益保護等の各方面の法律規律を完

備しなければならない。規制を強化し、監督管理能力を向上させ、独占及び不正当競争行為に断固として反対しなけ

ればならない。金融イノベーションは信用秩序維持のための監督管理の前提の下で進められなければならない。」（太

字強調は筆者）。 
12 日本独禁法における最恵国待遇条項関連事例として、公正取引委員会による楽天事件確約計画認定（2019年10
月25日）。 

http://www.12371.cn/2020/12/18/ARTI1608287844045164.shtml
http://www.12371.cn/2020/12/18/ARTI1608287844045164.shtml
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/oct/191025.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/oct/191025.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/oct/191025.html
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格設定）、第13条（原価割れ販売）、第14条（取引拒絶）、第15条（取引限定）、第16条（抱き合

わせ販売又は不合理な取引条件の附加）及び第17条（差別待遇）の7か条で構成される。 
第 11 条は、独禁法第 18 条及び第 19 条の規定に従って、市場支配的地位を認定又は推定すると

の原則を確認しつつも、プラットフォーム経済の特徴と結合して、以下の要素を具体的に考慮する

ことができると規定する。 
① 事業者の市場占拠率及び関連市場の競争状況のうち、市場占拠率については、取引金額、取引

数量、販売額、アクティブユーザー数、クリック数、使用時間の長さ又はその他の指標による関連

市場に占める比重を考慮することができる。また同時に当該市場占拠率の持続時間も考慮すること

ができる。関連市場の競争状況の分析に関しては、関連プラットフォーム市場の発展状況、現在存

在する競争者数とその市場占拠率、プラットフォーム競争の特徴、プラットフォームの差異の程度、

規模の経済、潜在競争者の状況、イノベーション及び技術変化等を考慮することができる。 
② 事業者の市場コントロール能力については、事業者の川上川下市場又はその他の関係市場を

コントロールする能力、他の事業者の関連市場参入を阻害し又はそれに影響を与える能力、関連プ

ラットフォームの事業モデル、ネットワーク効果、及び価格、トラフィック又は他の取引条件に影

響を与え、又はそれを決定する能力等を考慮することができる。 
③ 事業者の財務力及び技術条件については、事業者の投資者の状況、資産規模、資本の出所、営

利能力、融資能力、技術イノベーション及び応用能力、保有する知的財産権、関連データを掌握及

び処理する能力、並びに当該財務力及び技術条件がどの程度、当該事業者の業務の拡張を促進し、

或いは市場地位を強化又は拡張することができるか等を考慮することができる。 
④ 他の事業者の当該事業者に対する依存度については、他の事業者と当該事業者の取引関係、取

引量、取引持続時間、ロックイン効果、ユーザー粘着性、及び他の事業者が他のプラットフォーム

に転換する可能性と転換コスト等を考慮することができる。 
⑤ 他の事業者の関連市場参入の難易度については、市場参入、プラットフォーム規模効果、資金

投入規模、技術障壁、ユーザーのマルチホーミング性、ユーザーの転換コスト、データ獲得の難易

度、ユーザーの習慣等を考慮することができる（①～⑤の太字及び下線は筆者）。 
インターネット経済における市場支配的地位の認定に当たっての考慮要素については、すでに

「市場支配的地位の濫用禁止暫定規定」（2019年6月26日制定、同年9月1日施行）第11条

が、「…インターネット等新経済業態の事業者の市場支配的地位の認定は、関連業界の競争上の特

徴、事業モデル、ユーザーベース、ネットワーク効果、ロックイン効果、技術特性、市場イノベー

ション、関連データを掌握及び処理する能力及び事業者の関連する市場における市場力等を考慮す

ることができる。」と規定している 13。また、2020年1月2日、市場総局が公表した独禁法改正

案意見募集稿（意見募集期限同年1月31日）も 14、上記暫定規定に導入されたインターネット分

 
13 国家市場監督管理総局「禁止濫用市場支配地位行為暫行規定」（国家市場監督管理総局令第11号）（2019年6月

26日公布、2019年9月1日施行）。原文は次の通り。「根据反垄断法第十八条和本规定第六条至第十条规定认定互联

网等新经济业态经营者具有市场支配地位，可以考虑相关行业竞争特点、经营模式、用户数量、网络效应、锁定效应、

技术特性、市场创新、掌握和处理相关数据的能力及经营者在关联市场的市场力量等因素。」（強調は筆者）。 
14 国家市場監督管理総局「市場監管総局就《<反壟断法>修訂草案 （公开徴求意見稿）》公開徴求意見的公告」

http://gkml.samr.gov.cn/nsjg/fgs/201907/t20190701_303057.html
http://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202001/t20200102_310120.html
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野の事業者の市場支配的地位認定に当たっての考慮要因規定とほぼ同じ考慮要因（ネットワーク効

果、規模の経済、ロックイン効果、関連データを掌握し及び処理する能力）を列挙する第21条第

2項の新設を提案していた 15。これらで既に挙げられていた考慮要素は、上記①～⑤では太字で示

し、逆に本指針で初めて挙げられた考慮要素のうちプラットフォーム経済の関係で重要と考えられ

るものには下線を付した。また、上記には反映していないが、2020年11月の意見募集稿との比

較で追加された考慮要素としては、①のアクティブユーザー数（アクティブを追加）、③の資本の

出所を挙げることができる。 
以上の検討から、市場総局を中心に既に進められていたプラットフォーム経済の特徴に関する分

析が、本指針第11条においてさらに精緻化され、かつ独禁法第18条の各号に列挙された考慮要

因のどのカテゴリーに該当するのかの整理も進んだ状況が見て取れる。他方で、意見募集稿段階と

比べ、③に資本の出所が追加された点は、2020年12月の「資本の無秩序な拡張の防止」の重点

任務化と連動する動きとも見られ、注目に値する。 
個々の濫用行為の類型に関しては、まず、第13条（原価割れ販売）が「競争プラットフォーム事

業者の市場退出後の価格引上げ」（いわゆる反トラスト法における recoupment）を考慮要因として

言及していることが注目される。これは従来の実施規定等では触れられていないため、初めての言

及である。 
 また、第15条（取引限定）では、プラットフォーム内事業者（例 出店者）に対し、競争プラッ

トフォームとの間で二者択一を求めることが明示的に考慮要素として挙げられているほか（第1項

第1号）、取引限定が、書面の合意の方式で実現することも、電話、口頭方式で取引相手と協議決定

する方式で実現することも、さらにプラットフォームルール、データ、アルゴリズム、技術等の面

で実際に制限又は障害を設置する方式で実現することもできる、と規定されている（第2項）。さら

に、① プラットフォーム事業者が検索結果リストの表示位置の引き下げ、トラフィックの制限、技

術障害、保証金控除等の懲罰的措置を通じて実施することで、市場競争及び消費者利益に対し直接

に損害をもたらす場合は、一般に取引限定行為を構成すると認定できるとする一方で、②プラット

フォーム事業者が補助金、リベート、優遇、トラフィック資源サポート等奨励的な方式を通じて実

現する制限は、プラットフォーム内事業者、消費者及び社会全体の福祉に対し、一定の積極的効果

を有するが、市場競争に対し明らかに排除又は制限する効果をもたらす場合も、取引限定行為を構

成する可能性があるとして、懲罰的措置による取引限定と奨励的方式による取引限定の２つに区別

して分析する姿勢を示している（第3項）。 
さらに、第16条（抱き合わせ販売等）は、①約款、自動ポップアップページ、操作上必須ステッ

プ等、取引相手が選択し、変更し、又は拒絶することができなくなる方式を利用して、異なる商品

 
（2020年1月2日）。 
15 同草案第21条第2項の原文は以下の通り。认定互联网领域经营者具有市场支配地位还应当考虑网络效应、规模经

济、锁定效应、掌握和处理相关数据的能力等因素。上記暫定規定との違いとして、ユーザーベースが削除された点、

考慮できる規定から（意見募集稿段階の）義務付け規定とされている点を指摘できる。なお、2021年10月18日、

全国人民代表大会常務委員会公表の独禁法改正案では、当該条項は削除されている。本指針制定以前の関連の動きの

整理として、川島・前掲注(1)16-17頁。 
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を抱き合わせて販売すること（第 1 項第 1 号）、②検索結果リスト上の表示位置の引き下げ、トラ

フィック制限、技術障害等の懲罰的な措置により、取引相手にその他の商品の受け入れを強制する

こと（同第2号）のほか不必要なユーザー情報の強制収集も具体的考慮要因として挙げている（同

第5号）。 
最後に第17条（差別待遇）は、ビッグデータ及びアルゴリズムにより、取引相手の支払い能力、

消費選好、使用習慣等に基づき、差別的な取引価格又はその他の取引条件を実行すること（第1項

第1号）を具体的な考慮要因として挙げている一方で、意見募集稿段階では盛り込まれていた「ビ

ッグデータ及びアルゴリズムにより、新旧の取引相手に対し、差別的な取引価格又はその他の取引

条件を実行すること」（意見募集稿第17条第1項第2号）は制定版では削除されている。また、新

規ユーザーに絞って合理的な期間内に展開される優待活動は、正当な理由を有する場合として明示

されている。 
現在、中国国内では、例えば、配車サービスやホテル予約サービスのプラットフォームにおいて、

①従来からのユーザーには高い価格を設定し、新規ユーザーには低い価格を設定する、②iPhoneユ
ーザーには高い価格を設定し、他のスマホユーザーには低い価格を設定するといったビッグデータ

やアルゴリズムを用いた差別的価格設定（中国語で「大数据杀熟」と表現される）が頻繁に行われ

ているとして、消費者の不満が高まっている。本指針第 17 条は、上記のうち②は禁止対象とする

一方で、①は一定の合理的期間の優待であれば、正当な理由があるとして許容する姿勢を示してい

ると理解できる。 
第4章（企業結合）は、第18条（届出基準）、第19条（職権調査）、第20条（考慮要因）及び

第 21 条（救済措置）の 4 か条から構成される。プラットフォーム経済分野の企業結合は、従来、

中国国内のインターネット分野の外資規制を回避しつつ、外国、とりわけ米国での上場を同時に行

うため、しばしばいわゆる「変動持分事業体（Variable Interest Entities）スキーム」を用いてき

た 16。これは、上場している外国企業が直接的に株式や議決権を取得するのではなく、契約等の方

式で事実上、中国国内のインターネット分野の会社（図解 3 の ICP ライセンスを有する内資企業）

のコントロールを取得するスキームである（図解3参照）。従来、同スキームの中国法上の位置づ

けが不明確なままであったため、独禁法上の企業結合届出の対象とならないとの理解が一般的であ

った 17。しかし本指針第18条第2項は、「契約コントロール枠組みに関わる企業結合は、企業結合

独占禁止審査の範囲に属する」と規定することにより、VIEスキームを用いた企業結合も届出対象

となることを明らかにした。 
 

 
16 王昱「中国変動持分事業体に関する一考察」 国際学研究6巻1号（2017）27-36頁。 
17 この点の指摘として、川島・前掲注(1)17-18頁及び脚注39。 

https://kwansei.repo.nii.ac.jp/?action=repository_action_common_download&item_id=25590&item_no=1&attribute_id=22&file_no=1
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また、第 19 条（職権調査）第 3 項は、独禁当局が高度に関心を寄せる①企業結合に参加する一

方の事業者がスタートアップ企業、又は新興プラットフォームである、②企業結合に参加する一方

の事業者が無料又は低価格モデルを採用するため、売上高が比較的低くなっている、③関連市場の

集中度が比較的高い、又は④参加競争者の数が比較的少ない等の類型のプラットフォーム経済分野

における企業結合が、届出基準に達していないが、競争を排除し、又は制限する効果があり、又は

そのおそれがある場合は、独禁当局は法に従って調査処理する、と規定している。これらの類型で

は届出基準に達しているか否かに関わらず、職権調査が行われる可能性が示唆されている。 
第20条（考慮要因）第1項は、前述の第11条で列挙された市場支配的地位の認定時の考慮要素

とも重なる考慮要因を列挙するが、第 2 項は特に、「二面又は多面プラットフォームに関わる企業

結合は、プラットフォームの二面又は多面業務及び事業者の従事するその他業務を総合考慮し、か

つ直接及び間接ネットワーク外部性に対し評価を行うことができる」と規定している。 
最後に、第21条（救済措置）は、構造的問題解消措置としてデータの分離に言及するほか（同第

1号）、行動的問題解消措置として、ネットワーク、データ、プラットフォームの開放のほか、プラ

ットフォームルールやアルゴリズムの変更、互換性維持等を例示している（同第2号）。 
 第5章（行政権力の濫用による競争の排除又は制限）は、第22条（行政独占の表現）と第23条

（公平競争審査）の2か条から構成される。ここでは詳述しない。 
 
  ２．評価 
 上記で紹介した本指針については以下のような評価が可能である。第1に、本指針は、中国独禁

法の規制する行為類型毎にプラットフォーム経済分野の特徴を念頭に置いた考慮要因を網羅的に整

理しており、2019年の「市場支配的地位の濫用禁止暫定規定」や2020年1月の法改正案と比べて

もプラットフォーム経済分野に関する研究・議論が進展した跡が見られる。日本においてもプラッ
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トフォーム経済分野に関する各種の実態調査や検討を実施した上で、2019年12月17日に、「企業

結合審査に関する独占禁止法上の指針」や「企業結合審査の手続に関する対応指針」が改訂され、

かつ「デジタル・プラットフォーム事業者と個人情報等を提供する消費者との取引における優越的

地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」が制定される等の動きがあるが、いまだ独禁法規制全

体に関するガイドラインを制定するには至っていない。欧米においても、プラットフォーム経済分

野の特徴に応じた競争法関連の立法の動きはみられるが、日本同様、同分野を全体的にカバーする

ガイドライン等を制定するには至っていない。そうした主要各国の状況と比べれば、中国における

本指針の制定は、世界的にも最先端の動きであると評価できる。そうした先端的な動きが中国で展

開した背景として、従来、独禁法規制こそ行われていなかったものの、スマホ決済等の導入により、

プラットフォーム経済分野が急速に発展していたことを挙げることができる 18。 
第2に、他方で、本指針第4章（企業結合）第20条第2項には、「直接及び間接ネットワーク外

部性」との表現、第1章（総則）第4条にも、「プラットフォームを跨いだネットワーク効果」と間

接ネットワーク効果を意味する表現が見られる一方で、第 3 章（市場支配的地位の濫用）第 11 条

は単にネットワーク効果との表現しか用いていない。この表現の違いから、各章で起草者が異なる

可能性が指摘できるが、これらの齟齬は意見募集稿段階で既に見られていたのにも関わらず、制定

版でこれらが解消されることはなかった。また、届出基準に達しない場合でも独禁当局が強い関心

を寄せ職権審査の開始の可能性が示唆される類型（第 19 条第 3 項）や企業結合審査の考慮要因の

一部（第20条第5号）に、「スタートアップ企業又は新興プラットフォーム」との表現が見られる

が、本指針において、これらの用語の定義はなされていない。その意味で、本指針は概念の整理や

統一に関し、なお課題を残したものと評価することができる。 
第3に、本指針は最恵国待遇（MFN）条項やビッグデータやアルゴリズムを用いた差別待遇等、

プラットフォーム経済分野で特徴的に現れる多くの行為類型に言及しているが、反競争効果の分析

枠組みが未整理か、考慮可能な要因として列挙するのみであり、これらを直ちに規制する趣旨とは

解することはできない。規制当局が将来介入できるよう規制の間口を拡大し、規制上の裁量を確保

しようとする、中国の他の実施規定や指針と同様のアプローチが採用されたと評価できる。 
第 4 に、本指針第 4 章第第18 条第 2 項は、プラットフォーム経済分野の企業結合審査を機能不

全に陥らせていた可変持分事業体（VIE）スキームが同審査の対象となることを明示し、同スキー

ムを用いた企業結合の届出を促す姿勢を打ち出した 19。これにより、直ちにプラットフォーム経済

分野における企業結合を禁止し、又は条件付承認するといった介入案件が急増することまでは予測

できないが、既にこの方針に沿うようにネット分野の事業者による企業結合未届出実施（ガンジャ

ンピング）に対する処分は急増しており 20、少なくとも同分野の企業結合届出は増加傾向にある等

 
18 中国における電子商取引の発展状況については、川島・前掲注(1)9-12頁、より詳しくは岡野寿彦『中国デジタ

ル・イノベーション』（日本経済新聞出版、2020）及び同「中国デジタル化の発展プロセスとルール化の課題―プラ

ットフォーマー規制の背景構造―」NBL1205号（2021）12-18頁参照。 
19 但し、本指針制定前から、上海明察哲剛案（2020年4月公示）等で、VIEスキームに基づく企業結合届出がなさ

れていた。 
20 2020年12月14日のアリババ投資、テンセント実質子会社らによるガンジャンピングの処分以降、プラットフォ

http://www.samr.gov.cn/fldj/ajgs/jzjyajgs/202004/t20200420_314431.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/ajgs/wtjjzajgs/202007/t20200722_320099.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/ajgs/wtjjzajgs/202007/t20200722_320099.html
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本指針制定の成果は既に現れている。 
既に 2020 年 11 月の意見募集稿段階で、二者択一強制や VIE による企業結合に明確に言及する

ことで、プラットフォーム経済分野における事業者が独禁法規制の「聖域」ではないことを宣言し、

そこに踏み込む厳しい姿勢を明らかにしただけでなく、実際にも2020年12月以降、それらの方針

に沿った法運用が進められていた。よって、本指針は2021 年 2 月 7日の制定・公表前から既に実

務に反映され、独禁法運用を大きく転換する作用を及ぼしたと評価できる。 
 
Ⅳ．中国独禁法によるデジタルプラットフォーム事業者の規制 
 １．アリババ二者択一強制事件処分決定 21 
   (1) 決定概要 
市場総局は、2020 年 12 月 24 日、アリババ集団の二者択一強制等に関する調査を立件し、同日

からアリババ集団杭州本社への立入検査を実施した。市場総局は2021年4月10日、アリババ集団

の二者択一強制が独禁法第 17 条第 1 項第 4 号の取引限定に該当し、市場支配的地位を濫用するも

のであり、同法違反を構成すると認定し、違法行為停止命令とともに、182.28億元（当日の1元＝

16.7円のレート換算で約3,044億円）の行政制裁金を課す処分を下した。 
本決定は、①関連市場の画定、②市場支配的地位、③濫用行為、④競争の排除又は制限の4つの

争点について、次の通り認定した。 
  

ア 関連市場の画定：中国域内ネット小売プラットフォームサービス市場 
ネット小売プラットフォーム市場は、2 つの顧客群（出店者と消費者）の存在する二面市場であ

るため、その両面から検討するとともに、間接ネットワーク効果を考慮する。まず、出店者にとっ

て地理的カバレッジ、コスト、マッチングサービス等の観点でバーチャル店舗と実体店舗は大きな

差があり需要代替性がない。また、消費者にとっても選択可能な商品範囲の大小、場所・時間を選

ばすショッピングできる手軽さ、マッチングサービスの観点でバーチャル店舗と実体店舗は大きな

差があり需要代替性がない。供給代替性の観点からも、バーチャル店舗と実体店舗は営業モデルが

異なり、かつ実体店舗からバーチャル店舗への転換は困難である。 
 アリババはB2C（例：アリババにおけるTモール（天猫））とC2C（例：アリババにおけるタオ

バオ（淘宝））は異なる市場であると主張するが、両者はバーチャル店舗やその他関連サービスを提

 
ーム経済分野におけるものを中心に、頻繁にガンジャンピング処分が下されている。前掲Ⅱの図表１の2021年3月

12日（10件）、4月28日（9件）、7月6日（22件）、11月20日（43件）及び12月31日（13件）に加え、1月

27日（1件）、2月23日（2件）、2月24日（1件）、6月3日（1件）、7月5日（2件）、7月24日（1件）及び

12月22日（2件）の処分参照（国家市場監督管理総局反壟断局行政処罰案件

https://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/index_1.html）。2021年合計で107件の処分であり、2022年合計の13件か

ら8倍以上に急増している。2021年の同処分のほとんどがインターネット分野関連であり、当事会社の多くがVIE
を通じて中国業務を行っていることが認定されている。ただし、処分対象となった企業結合自体がVIEを用いたと

明確に認定されたものはない。 
21 国家市場監督管理総局行政処罰決定書・国市監処〔2021〕28号（2021年4月10日）。本件処分決定書の解説と

して、劉新宇・韓暉「アリババに対する3000億円の処罰からみた中国独禁法の解釈と実務」公正取引848号

（2021）72-77頁参照。 

https://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/index_1.html
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供し本質的に区別なく、ルールの調整で容易に転換可能である。また、伝統的なプラットフォーム

とライブコマース等の異なる販売方式の新興プラットフォームも、同じくバーチャル店舗やその他

関連サービスを提供しており、同一の市場に属する。さらに、異なる商品類を提供するネット小売

プラットフォームも提供するサービスに本質的な区別がなく、同一の市場に属する。よって、本件

では関連市場としてネット小売プラットフォームサービス市場を画定する。 
域外ネット小売プラットフォームサービスは出店者・消費者双方にとって代替サービスになりえ

ず、かつネットで中国域内全域にサービスできるため、ここでは中国域内全体が地理的市場として

画定される。 
 

イ 市場支配的地位：あり 
アリババは、本件市場ではシェアの指標が多元的であり、1 つの指標ではシェアを測れない、通

信技術発展等で新規参入が容易である、新興プラットフォームが販売ルートを多元化している、出

店者や消費者の１つのプラットフォームへの依存度は低い等と主張している。しかし、第1に、2015
～19年、アリババのネット小売プラットフォームサービス収入の主要10社合計収入に占める割合

は約86～71%、取引売上高の主要10社合計に占める割合も約76～61％である。本件市場の市場集

中度は、ハーフィンダール指数（HHI）7408～5350、上位4社シェア合計（CR4）99.68～98.45%
と明らかに高度集中市場である。この5年来，アリババの市場シェアは比較的安定しており、競争

優位が長期に保持されており、競争者の牽制力は限定的である。 
第2に、アリババは自らが定める約款でサービス価格を決定しており、価格コントロール力が高

い。 
第3に、アリババは豊富な財務力と先進的技術を有している。特に膨大な取引・物流・決済等の

データを蓄積し、先進的アルゴリズムを持ち、データ処理技術により個別化した検索リストで消費

者の満足を確保することが可能である。また、先進的人工知能技術と信頼性の高い安全システムを

有している。 
第4に、出店者のアリババへの依存度が高い。特に、消費者数、消費額、消費者の粘着性が高く、

出店者に対し強い間接ネットワーク効果とロックイン効果が生じる。出店者にとってブランドイメ

ージ提示のための重要媒体であり、転換コストが高い。 
第5に、本件市場では、プラットフォーム、物流、決済等システム投資が膨大であり参入障壁が

高い。以上を総合考慮すると、アリババは本件市場において市場支配的地位を有している。 
 
   ウ 濫用行為：独禁法第17条第1項第4号の「取引先の限定」 
アリババは、2015年以降、競合プラットフォームの発展を制限し、自己の市場地位を維持・強化

するため、第 1 に、プラットフォーム内事業者の競合プラットフォームへの出店、及び、第 2 に、

競合プラットフォームのキャンペーン活動（11 月 11 日の独身の日セール等）への参加の双方を禁

止し、プラットフォーム内事業者が自社としか取引できないよう制限した（いわゆる「二者択一強

制」）。本市場では正のフィードバック効果が認められるところ、本行為はブランド力等の高いコア
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マーチャントを対象として契約に直接規定する、又は口頭で要求する方式で行われた。 
その実施方法として、同制限を遵守する出店者に対してはトラフィックサポートといったインセ

ンティブを与えた一方で、ネット技術による自動モニター等により制限違反行為を監視し、違反出

店者に対しては、多種の懲罰措置を適用した。例えば、①キャンペーン資源サポート（特定マーク

やキャンペーンページでの優先展示）の減少、②グレーリストを作成し、キャンペーン参加資格取

消、③検索リスト順位の引下げ又は検索不能化等である。 
アリババの以上の行為は、独禁法第 17 条第 1 項第 4 号の「取引先の限定」に該当し、市場支配

的地位の濫用行為を構成する。 
 

エ 競争の排除又は制限 
アリババの行為は、第1に、ネット小売プラットフォームサービス市場の競争を排除し又は制限

する。特に、競合プラットフォーム上の出店者が直接減少するだけでなく、間接ネットワーク効果

のため、さらに消費者も減り、負のフィードバック効果が発生することで、競争者間の公平競争を

排除し又は制限する 22。また、参入障壁を引き上げ、潜在競争を排除し又は制限する。第2に、プ

ラットフォーム内事業者の利益を侵害する。第3に、資源の効率的な配置を阻害し、プラットフォ

ーム経済におけるイノベーションの発展を制限する。第4に、消費者の自由選択権や公平取引権を

制限し、社会全体の厚生水準に損害をもたらす。 
 

オ 結論と処分内容 
アリババの行為は、独禁法第 17 条第 1 項第 4 号の「正当な理由がないのに、取引相手が自己と

のみ取引するよう限定」する行為に該当し、市場支配的地位の濫用であり、独禁法違反を構成する。

よって、第1に、プラットフォーム内事業者の競合プラットフォームへの出店及びキャンペーンへ

の参加を制限してはならない（違法行為停止命令）。第2に、2019年度の中国域内売上高の4557.12
億元の4%の行政制裁金、182.28億元（日本円で約3,044億円）を課する 23。 
 

(2) 評価 
本件処分決定は、第1に、関連市場の画定、市場支配的地位、濫用行為、競争排除又は制限効果

 
22 本処分決定書では、二者択一強制の影響を受ける閉鎖範囲について定量的な分析がなされていない。しかし、ブ

ランド力等のあるコアマーチャントを対象としていたこと、及びコアマーチャントが自社のプラットフォームにだけ

出店することで、競合プラットフォームに負のフィードバック効果（間接ネットワーク効果）が働き、その利用消費

者が減り、さらに出店者が減ることを重視して、競争排除又は制限効果が認定されたと理解することができる。正式

処分例ではないが、類似の検討が行われたことが示唆される日本の事例として、公正取引委員会「みんなのペットオ

ンライン株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」（平成30年5月23日）及び田邊貴紀・八子洋

一「みんなのペットオンライン株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」公正取引814号

（2018）79-82頁。 
23 独禁法第46条第1項及び第47条は、違法行為停止命令と行政制裁金に加え、違法所得の没収も累積的に適用さ

れるよう規定しているが、本処分決定書は特に理由を附記することなく、違法所得を没収していない。実務上、違法

所得の没収の有無についてまちまちで、理由を附記せず没収しない場合があることについて、川島富士雄「連載講座 

中国独占禁止法―法運用と競争政策の行方―第5回 独占合意①」公正取引809号（2018）56頁及び同「中国にお

ける競争政策の最新動向―2020年の独占禁止法の運用状況と今後の展望―」公正取引845号（2021）19頁。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/may/180523.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/may/180523.html
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の各点に関し、プラットフォーム経済の特徴（間接ネットワーク効果、データ蓄積によるサービス

向上等）を適切に考慮している。特に、インターネット関連市場（具体的にはSNS市場）は動態的

な市場で参入が容易として、80％の市場シェアを有すると認定したテンセントの市場支配的地位を

否定した奇虎対テンセント独占禁止民事事件（いわゆる「３Q大戦」）最高人民法院判決とは 24、大

きく異なるアプローチを採用している。 
第 2 に、本件処分対象の二者択一強制は、日本の独占禁止法における排他条件付取引に該当し、

アリババのような市場支配的地位にある事業者が行った場合、私的独占（同法第3条前段）又は不

公正な取引方法（同法第19条及び一般指定第11項）として禁止される。この点は欧米等主要各国

でも同様である。 
第3に、2008年8月の中国独禁法施行以来、最高額の行政制裁金となった。従来は2015年2月

のクアルコム特許許諾慣行事件での約60.88億元が最高額であった 25。 
第 4 に、クアルコム事件は前年度売上高の 8％の行政制裁金が課されたが、本件では 4％が適用

された。違法行為の期間は5年と長期であったが、市場総局の要求を受け、アリババが自己内部調

査、違法行為停止、積極的改善をした点が考慮されたものと考えられる 26。 
第 5に、2020 年12月 24日の調査立件から、わずか3か月半での処分となった。市場支配的地

位の濫用に関する大型事件のうち、テトラパック事件では約5年 27、上記のクアルコム事件では15
か月の調査期間を要したが、それよりも更に短期間での調査完了には驚かされる 28。 
第6に、本件処分を受け、アリババが二者択一強制を取りやめた結果、従来、アリババにのみ出

店していたブランド品メーカーが競合モールに出店する等具体的な動きを見せており、アリババの

違法行為の主な被害者であった国内 2 番目のシェアを持つ京東（JD ドットコム）の 2021 年 4～6
月期の売上高は前年同期比で26%増加した 29。本件処分は既にネット小売プラットフォームサービ

ス市場を従来より数段に競争的な市場に変革したと評価することができる。 
 
 2．アリババに対する行政指導書及び34社への行政指導 

(1) アリババに対する行政指導書 
 

24 北京奇虎科技有限公司対騰訊科技（深圳）有限公司等事件・最高人民法院(2013)民三終字第4号民事判決書

（2014年10月8日）。本件判決の解説として、鄭双石・林秀弥「奇虎360対テンセント中国独占禁止法訴訟・最高

人民法院判決について : 市場画定と市場支配的地位の判断を中心に」国際商事法務43巻3号（2015）354-362
頁、藤本豪・時蕭楠「中国独占禁止法上の市場支配的地位濫用に関する最高人民法院判決」国際商事法務43巻2号

（2015）252-259頁及び川島・前掲注(1)13-15頁。 
25 国家発展改革委員会行政処罰決定書・初改弁価監処罰〔2015〕1号（2015年2月9日）。同処分の紹介及び解説

として、川島富士雄「中国独占禁止法の運用動向―『外資たたき』及び『産業政策の道具』批判について―」独立行

政法人経済産業研究所ディスカッション・ペーパー15-J-042（2015）31-35頁及び同「中国におけるライセンス規制

－独占禁止法による知的財産権濫用規制を中心に－」国際貿易投資研究所編『平成28年度 主要国のライセンス規

制等の最新動向』（2017）90-93頁。 
26 独禁法49条は、行政制裁金額の確定に当たって、「違法行為の性質、程度及び持続期間等を考慮しなければな

らない」と規定するが、本件のように調査に対する協力姿勢の有無が考慮される例が多い。川島（2021）・前掲注

(24)20-21頁（表3の事件1及び2参照）。 
27 国家工商行政管理総局行政処罰決定書・工商競争案字［2016］1号（2016年11月9日）。 
28 同様の受け止めとして、劉・韓・前掲注(22)74-75頁。 
29 「中国ネット通販、規制で明暗」日本経済新聞2021年8月27日朝刊12頁。 

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/15j042.pdf
https://www.iti.or.jp/report_48.pdf
https://www.iti.or.jp/report_48.pdf
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上記1の処分決定書と同時に、2021年4月6日付のアリババに対する行政指導書が公表された。

同指導書は、以下の５つの大項目（漢数字の一から五）に分類された16の小項目（アラビア数字の

１～16）について、改善計画を同月 30 日までに提出すること、今後 3 年間、年末までに遵守報告

を市場総局に提出することを要請し、かつ自主的に同遵守状況を社会に公開し、社会監督を受ける

ことを提案している。 
 
一．自己の競争行為の全面的な規律 
1. 直ちに独禁法に照らし全面的に深く自己調査をし、自己の事業行為を点検・規律する。 
2. 法に従い、届出基準に達する企業結合を届け出て、反競争的企業結合を違法に実施しない。 
3. 技術手段、プラットフォームルール、データ及びアルゴリズム等を利用して、独占合意を実施し、

及び市場支配的地位を濫用しない。 
 
二．プラットフォーム企業主体の責任を厳格に実現 
4. プラットフォーム内部のエコシステム統治を強化し、サービス合意、プラットフォーム運営、資

源管理、トラフィック分配等取引ルールを絶えず改善し、検索・配列等のアルゴリズムを客観的か

つ中立に設定、データ資源を公平公正に使用し、プラットフォーム統治ルールの公開性と透明性を

向上し、個人情報及びプライバシーを法に従って保護する。 
5. 公正合理かつ無差別（FRAND）原則に照らしてプラットフォーム内事業者と協力を展開し、プ

ラットフォーム内事業者からの不公正に高価なサービス料の徴収、同事業者に対する不合理な制限

や不合理な取引条件の附加、差別的待遇等をしない。 
6. 消費者、プラットフォームユーザー、社会専門家等によるプラットフォーム企業に対する外部評

価メカニズムを確立し、自覚的に社会監督を受入れ、プラットフォーム内部統治ルールを絶えず改

善する。 
 
三．企業内部法令遵守コントロール制度の改善 
7. 独占禁止遵守制度を確立かつ有効に執行し、法令遵守管理要求とフローチャートを明確にし、法

令遵守照会・検査・報告・審査等の内部メカニズムを改善する。 
8. 会社上級管理職及びスタッフ向け法令遵守トレーニングを定期的に開催し、独占禁止遵守意識を

強化し、同能力を向上する。 
9. 定期的に政府監督管理部門に対し法令遵守状況を報告する制度を確立し、自覚的に公平競争の市

場秩序を保護する。 
 
四．プラットフォーム内事業者及び消費者の合法権益の保護 
10. 法に従いプラットフォーム内事業者及び消費者に対し、全面的、真実、正確、すみやかに取引

情報を提供し、両者の情報を得る権利、公平取引権及び自由選択権を十分に保障する。 
11. 苦情・通報ルートを確立し、苦情処理制度及び紛争オンライン解決メカニズムを完備し、紛争
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解決ルールを制定公示し、すみやかかつ有効にプラットフォーム内事業者及び消費者の意見を処理

する。 
12. プラットフォーム内事業者に対する検索リスト順位の引き下げ、商品取り下げ、サービス一時

停止等の懲罰的措置はすみやかに公示する。 
13. 各方面の意見が集中する競争問題を定期的に分析検討する制度を確立し、政府監督管理部門と

のコミュニケーションを強化する。 
 
五．積極的に公平競争を保護しイノベーション発展を促進 
14. 法に従ってプラットフォーム内のデータ及び決済、アプリ等のリソースポートの開放度を強化

し、ユーザーの選択権を十分尊重し、正当な理由なくして取引を拒絶してはならず、プラットフォ

ーム間相互接続・相互操作を促進する。 
15. 率先して業界の自律を強化し、技術革新、品質改善、サービス向上、モデルイノベーション等

を通じ良性の競争を積極的に展開し、イノベーション発展を実現する。 
16. 「包容共享」原则を堅持し，プラットフォーム内事業者、特に中小事業者に手軽かつ高品質の

サービスを提供し、プラットフォーム経済と実体経済の共同発展を促進する。 
 
  (2) 34主要プラットフォーム事業者に対する行政指導会 
 2021年4月13日、市場総局、国家ネットワーク情報弁公室及び国家税務総局は、インターネッ

トプラットフォーム企業行政指導会を開催し、これにはアリババ、テンセント、百度、京東、滴滴、

美団、バイトダンス、ウェイボ等の計 34 の主要プラットフォーム事業者が参加した。上記(1)のア

リババ行政指導書とほぼ重複する内容の指導が行われたが、一部、「資本の無秩序な拡張を厳格に防

止し経済社会安全を確保する」という同行政指導書には見当たらない文言も含まれる 30。他方で、

プラットフォーム経済の支持奨励は継続し、民営企業の所有権を保護する旨が含まれていることも

注目される（アリババ行政指導書の五の15も参照）。 
 

(3) 評価 
上記(1)アリババ行政指導書及び(2)34 社行政指導は、いずれもアリババが違法と認定された二者

択一強制を超えた独禁法遵守とその確保のための内部メカニズムの改善を指導している（アリババ

行政指導書の一と三）。独禁法遵守メカニズムの確立は、日本の独禁法上、排除措置命令の主文に記

載されることもある項目である。他方、アリババ行政指導書の二と四は、独禁法を超え個人情報保

護や電子商取引法規制も視野に入れ、プラットフォーム事業者の責任として、プラットフォームル

ールの中立性や透明性の確保（4）、利害関係者を含めた外部評価システムの確立（6）、苦情・通報

ルートの確立と苦情処理制度及び紛争オンライン解決メカニズムの完備（11）等を指導している。

 
30「国家市場監督管理総局、中国共産党中央サイバーセキュリティ・情報化委員会弁公室及び国家税務総局と、イン

ターネットプラットフォーム企業行政指導会を開催」筆者個人ブログ2021年4月14日投稿参照。 

https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/04/14/wxb/
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/04/14/wxb/
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/04/14/wxb/
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これらは既に電子商取引法第 59 条で義務付けられている項目と重なる部分や指導時は未制定であ

った個人情報保護法（同年8月20日制定、11月1日施行）で義務付けが予定されていた項目（例

えば制定法第 58 条）を先取りする部分を含むが、EU や日本では新規立法により導入された項目

（プラットフォーム事業者とプラットフォーム内事業者間の紛争解決メカニズムの完備等）やそれ

を超える項目（外部評価メカニズムの確立）を行政指導によって実現しているとの評価も可能であ

る 31。 
さらに注目すべきは五の 14 で、プラットフォーム内のデータ及び決済、アプリ等の開放度の強

化、ユーザーの選択権尊重、プラットフォーム間相互接続・相互操作促進を指導している点である。

従来、アリババの運営するサイト・アプリでは、電子決済サービスはアリペイに限定され、テンセ

ントのウィーチャットペイが利用できない一方、中国版ラインのウィーチャットでは競合サービス

へのリンクが制限されるといった形で、相互に閉鎖的なエコシステムが構築されていた。アリババ

及びテンセントを含め、こうしたシステムの開放が指導された結果、現在、アリババ傘下のサイト

やアプリでウィーチャットペイが利用可能となり始めるとともに、ウィーチャットでも競合グルー

プサイトへのリンクが可能となった 32。 
決済サービスの強制については、2021年8月31日、韓国国会本会議可決の「インアプリ決済強

制禁止法（電気通信事業法改正案）」により、これを禁止する法規制を導入しただけでなく 33、米国

議会上院司法委員会が同様の禁止を盛り込んだ「開かれたアプリ市場法案」を可決している（上院

本会議及び下院未可決）34。今回の中国当局による行政指導は、他国であれば新規立法を要する事

項を、行政指導により実現しようとするものと位置付けることができる。 
 
 ３．虎牙・闘魚統合禁止決定 35 

(1) 決定（2021年7月10日）概要 
2020 年 11 月 16 日、テンセントが傘下の大手ゲームライブ配信プラットフォームである虎牙及

び闘魚（テンセントがそれぞれの約 70％及び約 40％株式保有）の統合計画（前者による後者全株

式取得）を市場総局に対し届出た。2021年 1月4日、文書補充を経て本件審査が立件された。 
 
   ア 関連市場の画定と市場状況 
本件では（許可制、主に国内ユーザー向けで中国語使用を理由に）中国域内のネットワークゲー

 
31 See Regulation (EU) 2019/1150 of the European Parliament and of the Council of 20 June 2019 on promoting 
fairness and transparency for business users of online intermediation services(いわゆる「P2B規則」). また、

「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律」(2020年5月27日成立・2021年2月1
日施行)参照。 
32 「中国ネット決済に変化－アリババ系アプリでも『微信支付』利用可能に」ブルームバーグ（2021年9月28
日）及び「テンセント、競合へのリンク制限解除 当局方針に対応」日本経済新聞2021年9月18日朝刊12頁。 
33 「アプリ決済の強制禁止、韓国で法改正 米 ITに足かせ」日本経済新聞電子版2021年8月31日。 
34 「アプリ自社決済、強制禁止 米上院司法委が法案可決」日本経済新聞2022年2月4日夕刊3頁。 
35 国家市場監督管理総局関於禁止虎牙公司与闘魚国際控股有限公司合併案反壟断審査決定的公告（2021年7月10
日）。 

https://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/ftjpz/202107/t20210708_332421.html
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ム運営サービス市場及びゲームライブ配信市場（娯楽ライブ、ライブコマース、ショートビデオと

は別市場）の 2 つが関連市場として画定された。テンセントは前者市場でシェア 40％超で第 1 位

であり、虎牙及び闘魚は後者市場で売上高シェアがそれぞれ 40％及び 30％で第1 位及び第 2 位で

計70％、アクティブユーザー数でもシェアがそれぞれ45％及び35％で計80％である。 
 

イ 競争分析 
第1に、後者のゲームライブ配信市場で、テンセントは既に虎牙の単独支配権と闘魚の共同支配

権を保有している。両社統合でテンセントは統合後企業の単独支配権を得て、いまだ残る両社の競

争を完全に排除することになり、同市場での市場支配的地位をさらに強化することになる。著作権

許諾、資金、ライブキャスター（ライバー）等の参入障壁が高く、本件結合は消費者及びライバー

の選択権をさらに奪い、品質低下をもたらし、価格交渉力を奪う。 
第 2 に、前者のネットワークゲーム運営サービス市場で、テンセントはシェア 40％超で第 1 位

であり、他の競争者のシェアは遠く及ばず、テンセントに対する牽制力を有しない。川下のゲーム

ライブ配信市場でも統合後企業は 60％超シェアで、かつ川上の運営サービス市場の参入障壁が高

い。川上の運営サービス業者が保有するゲーム著作権の許諾が川下のゲームライブ配信業務展開に

おけるカギとなっている。テンセントは保有する著作権の許諾の封鎖を通じゲームライブ配信市場

の競争を排除又は制限する動機がある。他方、ゲーム配信は重要なゲーム広告ルートである。テン

セントは川上市場の競争者に広告ルート封鎖を行う動機がある。よって、テンセントは上下市場で

封鎖を行い競争者を排除する能力と動機を有する。 
結論として、本件結合は競争排除・制限効果を有する又はそのおそれがある。2021年4月22日

にテンセントが提出した制限的条件の約束（問題解消措置）は上記の競争上の懸念を有効に解決し

ない。よって、本件結合を禁止する。 
 
   (2) 評価 
本件禁止決定は、第1に、中国独禁当局が中国企業間の結合に対し初めて介入し、かつ初めて禁

止した事例である。同時に、2018年4月の独禁法執行機関統合後、市場総局が初めて企業結合を禁

止した事例でもある 36。  
第 2 に、（ガンジャンピング処分を除けば）テンセント系企業に対する独禁法上の初の本格的な

処分である。本件禁止決定により、アリババだけ狙い撃ちしているのでなく、テンセントに対して

も市場総局が厳しい態度で臨んでいることが明確となった。。 
第3に、2021年4月22日にテンセントがどのような問題解消措置を提案したのか、なぜ競争上

の懸念を解消できないのか説明・分析が欠如しており、禁止に至った背景が不透明である 37。特に

 
36 従来の禁止決定は、コカコーラによる滙源買収（2009）及びマースク等海運3社結合（P3ネットワーク）

（2014）の2件。 
37 この点は前注のP3ネットワーク禁止決定も同様である。なお、本件で市場総局は、テンセントに対し、一部のゲ

ーム実況コンテンツに対する排他的権利を放棄する要求したが、コンテンツの排他的権利を放棄すれば、本件合併の

意義が失われるおそれがあった。事情を知る者の情報として、テンセントが指定時間内に解決策を提出し、当局によ
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垂直封鎖の動機があると認定されているが、同封鎖の能力（著作権許諾状況等）に関する詳細な分

析が欠如している。 
 
 ４．テンセント・中国音楽集団買収未届出実施処分決定 38 

(1) 決定概要 
市場総局は、2021年7月24日、テンセントが2016年7月に実施した企業結合（中国音楽集団

の61.64％の株式取得）が違法に実施され、かつ競争制限効果を有していたと認定し、30日以内

の音楽著作権独占的ライセンス契約の解除等を命ずるとともに、50万元（約850万円）の行政制

裁金を課す決定を下した 39。 
本決定は本件企業結合が届出基準に該当することを確認し、独禁法第 21 条に違反して実施され

たと認定した。その上で、関連市場として中国インターネット音楽配信プラットフォーム市場を画

定し、2016 年 7 月実施時点で、テンセントと中国音楽集団のアクティブユーザー数で見た市場シ

ェアはそれぞれ 33.96％、49.07％、ユーザー月間使用時間で見た市場シェアはそれぞれ 45.77％、

39.65％で、合計市場シェアは80％を超えていたし、音楽著作権で測定しても合計70％を超えてい

た、両者の傘下企業（QQ 音楽と酷狗音楽）は密接な競争者であったところ、当該結合で競争が弱

まり、かつ著作権の独占的ライセンスや豊富な楽曲、広大なユーザーベースと同使用データの活用

により、ユーザーの転換コストが上昇するなど参入障壁が高まったなどとして、本件結合によりテ

ンセントは関連市場に対し競争排除又は制限効果をもたらしたと認定した。結論として、独禁法第

48条に基づき 40、以下の4点を命じた。 
 
①原状回復措置：川上の著作権者との著作権独占的ライセンス契約締結等の禁止、すでに締結し

ているものは、本決定発布から30日以内に解除等 41 
②行政制裁金50万元の支払い（上限額） 
③法に従った企業結合届出等 
④法令遵守メカニズム確立等 

 

 
る「一部のゲームコンテンツに対する独占権」を放棄する旨の要求を満すことができなかったため、本件合併は禁止

された、と報道されている。「虎牙斗鱼合并被正式叫停，互联网反垄断监管再次落锤」猎云网（2021年7月10
日）。 
38 国家市場監督管理総局行政処罰決定書・国市監処〔2021〕67号（2021年7月24日）。 
39 本件以外に、テンセントによる検索エンジン大手・捜狗買収計画については、2013年に実施された買収（捜狗に

対しテンセントと捜狐が共同支配権獲得）について2021年7月6日未届出実施処分決定（50万元行政制裁金）が

下されたが、競争制限効果はなかったとの結論となった。国家市場監督管理総局行政処罰決定書・国市監処

〔2021〕65号（2021年7月6日）。また、同12日、2020年に計画公表及び届出された捜狗の完全子会社化は無条

件で承認した（同13日公表）（リストの17番）。 
40 「事業者が本法の規定に違反して企業結合を実施する場合、国務院独占禁止法執行機構は企業結合の実施の停

止、期限を定めた株式又は資産の処分、期限を定めた営業の譲渡及びその他企業結合前の状態に回復するために必要

な措置を命じなければならず、50万元以下の制裁金を課すことができる。」 
41 テンセントは同命令に従い2021年8月31日までに独占的ライセンス契約を解除している。「中国テンセント、

音楽著作権巡る独占契約を解除 当局の命令受け」ロイター（2021年8月31日）。 

https://m.lieyunwang.com/archives/476492
https://m.lieyunwang.com/archives/476492
https://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210724_333020.html
https://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
https://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
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(2) 評価 
本決定は、独禁法第48条に基づいて、過去に未届出実施された企業結合に競争排除又は制限効

果があったと認定した初めての決定であると同時に、同条に基づいて初めて原状回復措置を命じた

決定である。しかし、本決定は、本件結合により音楽著作権資源の観点で参入障壁が高まるだけで

なく、広大なユーザーベースと同利用データの活用によりユーザーの転換コストが上昇するという

観点でも参入障壁が高まると指摘しているにもかかわらず、前者の音楽著作権ライセンスに関し独

占的契約を解除する等の行動的問題解消措置を命ずるにとどめ、後者の広大なユーザーベースの土

台となっている企業結合それ自体を解消する構造的問題解消措置（株式売却等）には、同条上、可

能にもかかわらず踏み込まなかった。 
本決定は （網易音楽と推測される）主要競争者が力をつけてきたことや（バイトダンスと推測

される）ショートビデオ事業者が広大なユーザーベースを土台に、著作権資源を獲得できれば競争

者になりうるという事実認定を加えることで、 構造的問題解消措置まで必要なく、行動的問題解

消措置で十分であるとの結論を導いているように見える。この点は、過去の企業結合の解消や企業

分割を命ずる命令は、起業やイノベーションの意欲に対し萎縮効果を及ぼしかねないと市場総局が

懸念した可能性を指摘できる。 
 
５．美団・二者択一強制処分決定及び行政指導 42 

(1) 決定概要 
2021年10月8日、市場総局は、ネット出前プラットフォーム大手の美団（Meituan）がレス

トラン等に対し、競合するネット出前プラットフォームに出店しないよう、いわゆる二者択一強制

を行っていた行為が、中国独禁法第17条第1項第4号（取引限定、日本での「排他条件付取

引」）に該当し、市場支配的地位を濫用したものであるとして、約34.42億元（当日の為替レー

ト1元＝17.38円換算で約598億円）の行政制裁金を課す処分決定を下した。 

 
写真1 美団の出前配達員のバイク（筆者撮影） 
                           

 
42 国家行政処罰決定書・国市監処罰〔2021〕74号（2021年10月8日）及び国家市場監督管理総局行政指導書・国

市監行指〔2021〕2号（2021年10月8日）。同日付の同総局発表資料「市場監管総局依法対美団在中国境内網絡餐

飲外売平台服务市場実施“二選一”壟断行為作出行政処罰」（2021年10月8日）も参照のこと。 

http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202110/t20211008_335367.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202110/t20211008_335367.html
http://www.samr.gov.cn/xw/zj/202110/t20211008_335364.html
http://www.samr.gov.cn/xw/zj/202110/t20211008_335364.html
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写真2 美団の主な競争者、餓了麽の出前配達員のバイク（筆者撮影）  
                             

(2) 評価 
2021年4月26日、市場総局は美団の二者択一強制に関する調査を立件したと公表していた

43。よって、本件は5か月強で処分に至ったこととなる。本処分は、2021年4月10日のアリババ

処分決定（本ブログ同日付投稿）以来の二者択一強制に対する処分となった。 
第1に、ネット出前プラットフォーム市場では、従来から美団（写真1）とその主要競争事業者

である餓了麽（写真２参照）が互いに二者択一強制をし合って、反不正当競争法（日本の不正競争

防止法に相当）違反として処分が下される例が見られた 44。美団の二者択一強制に関し独禁法違反

が認定されたのは本件が初めてあるが、ネット出前市場における二者択一強制が独禁法違反と認定

された事例としては、既に上海シェルパ事件決定がある 45。同決定は上海に限定された英語による

ネット出前サービスプラットフォーム事業者による二者択一強制が問題とされた事件で、すでにア

リババ事件決定に先駆け、2020年年末に決定が下されていたが、決定書はアリババ決定後に公表

された。 
第2に、約34.42億元は美団の2020年度売上高の3％に該当する。上記１の通り、アリババ処

分では前年度売上高の4％であった。本件処分書において、美団はアリババ同様、調査中に自主的

に違法行為を停止改善した事実が指摘されているが、同時に調査前に自主的に二者択一行為を認

め、違法事実を供述した、調査中に自主的に重要証拠を提出した、レストラン等から取得した保証

金を返還した等の経緯も指摘されている。さらにアリババの違法期間が5年間だったのに対し、

美団は3年間と認定されている。以上を考慮して、3％と決定されたと考えられる。 
 第3に、本件処分の主文のうち違法行為の停止命令（日本独禁法の場合の排除措置命令）の一

環として、独占契約を締結したレストランから取得した約12.9億元の保証金全額の返還命令が含

まれている。こうした返還命令は、少なくとも独禁法違反に対する総局レベルの命令としては初め

 
43 国家市場監督管理総局「市場監管総局依法対美団渉嫌壟断行為立案調査」（2021年4月26日）。 
44 川島・前掲注(1)20—21頁。 
45 上海市市場監督管理局2020年12月25日決定、2021年4月12日公表。 

https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202104/t20210426_328234.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202104/t20210412_327737.html
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てのものである。 
 第4に、アリババ処分決定時と同様、本決定と同時に行政指導書が公表されている 46。同行政

指導書は、上記2(1)のアリババに対する行政指導書と非常に類似した内容で、独禁法遵守だけで

なく、それを超えるプラットフォーム事業者としての責任項目が盛り込まれているが、ネット出前

サービスに特化した形で、中小レストランの権益保護（それらの費用負担で販促活動を強制するこ

との禁止等）（行政指導書4）や出前配達員（原文 外卖送餐员）の労働収入や社会保障に関する

指導（同5）も含まれる一方、アリババ行政指導書14に見られた開放的エコシステムに関する指

導は含まれない。なお、アリババ行政指導書同様、決定から21日以内に改善計画を提出し、今後

3年間、年末に実施報告を提出し、社会監督を受けるよう指導されている。 
  独禁法上の処分と同時に公表された独禁当局の名目の行政指導書に労働収入や社会保障に関する

指導が含まれるのは異例であると考えられるが、これは後述 IVの共同富裕促進政策が既に独禁法

の運用に影響を与え始めていることを示唆する動きである。 

６．日欧米における規制強化との比較 
 (1) 日米欧におけるデジタルプラットフォーム規制強化との共通点 

GAFA（Google、Amazon、Facebook及びApple）に代表される巨大 IT 企業に対する競争法規

制の強化の流れは、日欧米等でも共通に見られる現象である。第1に、デジタルプラットフォーサ

ービスの提供に当たっては、ひとたびプラットフォームシステムを構築すれば、ユーザー増加に当

たって追加的にかかるコスト（限界費用）は限りなくゼロに近い。つまり、費用は固定されており、

ユーザーが増加すればするだけ、Ⅰユーザー当たりのコストが低減し、いわゆる規模の経済

（economies of scale）が働く。第 2 に、デジタルプラットフォーム市場は多面市場（multi-sided 
market）であり、複数のユーザーグループA及びB（例えば、ネット通販モールにおける出品者側

をグループAと購入者側をグループB）の間で、一方のグループAのユーザー数が増加すれば、グ

ループBのユーザー数も増加する、いわゆる間接ネットワーク効果が働く。さらに、この間接ネッ

トワーク効果は、グループBのユーザー数が増加すれば、再びグループAのユーザー数も増加する

という、双方向的なものである場合も多い（例 ネット通販）。第3に、同市場では、ひとたび多く

のユーザーを獲得すると、利用履歴等の膨大なデータの収集・利用が可能となり、これによりさら

にサービスを向上することが可能となる。この結果、さらに多くのユーザーを獲得することが可能

となるといった形で好循環が働き、その競争優位は固定されやすい。以上の複数の要因の相乗効果

により、デジタルプラットフォーム市場は、特に「勝者総取り（winner takes all）」に陥りやすい

市場であると指摘されている 47。 

 
46 なお、美団は、上記2(2)で紹介したアリババ決定の直後の4月13日に行政指導を受けた34社のうちの1つで、

すでに4月14日に同指導を受け約束を公表していた。 
47 Stigler Committee on Digital Platforms, Final Report (2019). デジタルプラットフォーム市場の特徴に関する

邦文での文献として、例えば、公正取引委員会競争政策研究センター「データと競争政策に関する検討会報告書」

（2017）、小田切宏之『産業組織論』（有斐閣、2019）272-294頁及び大橋弘『競争政策の経済学』（日本経済新聞出

版、2021）276₋281頁。同特徴を確認した政策文書として、経済産業省・公正取引委員会・総務省「プラットフォ

http://www.samr.gov.cn/xw/zj/202104/t20210413_327811.html
https://www.chicagobooth.edu/-/media/research/stigler/pdfs/digital-platforms---committee-report---stigler-center.pdf
https://www.jftc.go.jp/cprc/conference/index_files/170606data01.pdf
https://www.jftc.go.jp/cprc/conference/index_files/170606data01.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/dec/kyokusou/181218betten1.pdf
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こうしたデジタルプラットフォーム市場の特徴や弊害は、従来、同市場で独禁法規制が全くなさ

れてこなかった中国において、まさに顕著に現れていた 48。アリババやテンセントといった巨大企

業が市場を独占又は複占する状況が生まれ、それらの反競争的行為に対し競争者、出店者、ユーザ

ー等から様々な不満が噴出していた 49。 
その代表格がアリババによる競合ネット通販プラットフォームへの出店等を禁ずる「二者択一」

強制であった。上記 1の 2021 年 4 月のアリババ処分決定は、アリババがネット小売市場において

60％超のシェアを有し、市場支配的地位にあること、長年の二者択一強制により、出店者の取引先

選択の自由を制限し、競争者の競争機会を奪い、ひいては消費者の利益を侵害したと認定し、違法

行為の停止を命じ、巨額の行政制裁金を課した。同行為は、アリババのような大きな市場シェアを

持つ事業者が行えば、各国の競争法・独禁法でも「排他条件付取引（exclusive dealing）」として違

法となる行為類型である 50。同決定を受け、上記１の通りアリババの違法行為の主な被害者であっ

た京東（JD.com）の2021年4～6月期の売上高は前年同期比で26％増加した。この数字はアリバ

バの違法行為が、長年にわたって競争者の成長の機会をいかに制限してきたかを物語る。今回の中

国における独禁法規制の強化は当然の帰結であり、むしろ遅きに失したというべきであろう。 
 

(2) 中国における規制の特徴 
(1)で指摘した日米欧との共通点とは別に、中国規制の特徴も目立つ。第1に、調査・処分のスピ

ードである。アリババ事件では2020年12月24日に正式に調査が開始されてから、たった3か月

半で処分決定が下った。美団事件でも2020年4月26日に正式に調査が開始され、5か月強で処分

決定に至っている。日米欧で同様の調査が行われれば、1 年から数年の時間が掛かり、仮に行政処

分に関し裁判所に対し取消訴訟が提起されば、最終決着までさらに数年を要することになる。 
第2に、行政指導の活用である。上記2(1)の通り、アリババ事件では正式な処分決定とは別に行

政指導書が公表されており、その中でアリババは①独禁法遵守プログラムの確立、②プラットフォ

ームルールの透明性確保と出店者や消費者の苦情処理メカニズムの構築に加え、③閉鎖的なエコシ

ステムの開放までも指導された 51。また、アリババ処分の直後、上述2(2)の通りアリババを含む34
社の主要プラットフォーム事業者も、同様の事項を遵守する約束の提出・公開を指導されている。

 
ーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備の基本原則」（2018）1頁。 
48 川島・前掲注(1)9-12頁。 
49 注5参照。 
50 日本の独占禁止法の運用において、デジタルプラットフォーム事業者の類似の行為が、確約手続類似の処理では

あるが、規制対象となった例として、次を挙げることができる。公正取引委員会「みんなのペットオンライン株式会

社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」（平成30年5月23日）及び「エアビーアンドビー・アイルラ

ンド・ユー・シー及びAirbnb Japan株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」（平成30年10月

10日）。両事件におけるデジタルプラットフォームは、アリババのネット通販プラットフォームと同様、上記の「勝

者総取り」につながりやすい3つの要因をすべて備えていた。 
51 アリババの天猫（Tモール）では、電子決済サービスはアリペイが指定され、テンセントのウィーチャットペイ

が利用できない一方、中国版ラインのウィーチャットではアリババのサービスが利用できないといった形で、相互に

閉鎖的なエコシステムが構築されていた。当該システムの開放が指導された結果、現在、アリババとテンセントの間

で相互開放が検討されている。「アリババとテンセント、サービスの相互開放を検討」ブルームバーグ（2021年7月

14日）。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/dec/kyokusou/181218betten1.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/may/180523.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/may/180523.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/oct/181010_10.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h30/oct/181010_10.html
https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2021-07-14/QW8JBFT1UM0X01
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このうち、②は日欧が新規立法により導入した点であり、③については韓国がやはり新規立法によ

り同様の義務付けを導入済みであり、米国議会上院司法委員会も同様の法案を可決した（下院本会

議及び下院未可決）。 
第 3 に、イノベーションとのバランス確保や構造規制の抑制である。アリババ事件調査中には、

アリババは国有化されるのではといった憶測も飛び交った。しかし、結果としての約182億元の行

政制裁金は金額こそ史上最高額ではあるが、従来の最高額だったクアルコム事件での前年度売上高

の 8％に比べ低い率（4％）が適用されている。また、上記行政指導書には、「率先して業界自律を

強化し、イノベーションを促進する」とのアリババに期待するか如き文言が盛り込まれただけでな

く、アリババ側も処分決定当日の公式ウェイボ上の声明で「新たな起点の日」と述べ、すでに事業

存続に向け当局と折り合いがついていることを示唆した。また、7月24日のテンセントの過去の音

楽配信事業者の買収に関する処分においては、法律上、買収を解消し、原状に回復させる構造規制

的な命令を下す余地もあったが、音楽著作権の独占的ライセンスの解除という行動規制的命令にと

どめた。これらを総合すると、独禁当局である市場総局がプラットフォーム事業者の分割等を命じ

てしまうと起業家やイノベーションに対する悪いシグナルを送り、大きな萎縮効果を与えてしまう

と懸念し、謙抑的な規制にとどめた可能性を指摘できる 52。さらに、注 40 で紹介したテンセント

による検索エンジン大手・捜狗買収計画については、2013 年の株式買収について、2021 年 7 月 6
日に未届出実施であったとして行政制裁金（50万元）が課されたものの、競争制限効果なしとの結

論となっただけでなく、同月13日には、完全子会社化も無条件で承認された（7月12日付）。トッ

プ SNS 等を擁するテンセントによる検索エンジン大手の買収には、上記Ⅱで紹介した資本による

世論操作の予防の観点から政治的な介入がなされる懸念もあったが、独禁法の論理に従った結論に

至った。 
これらの市場総局の姿勢は、2020年12月の中央経済工作会議において「資本の無秩序な拡張を

防止」すると同時に、「プラットフォーム企業のイノベーション発展を支持し、国際競争力を増強す

る」との文言が盛り込まれたこと、それを受け上記Ⅲのプラットフォーム経済分野に関する独占禁

止ガイドラインにも「プラットフォーム企業のイノベーション発展を支持し、国際競争力を増強す

る」との文言が第3条（基本原則）に反映されこととも整合的である。この点は、現在、欧米でデ

ジタルプラットフォーム事業者の分割を可能とする立法案が検討され、過去の買収の解消を求める

訴訟が進められていることとの対比で 53、むしろ中国の方がイノベーションとのバランス確保に腐

心していることを示唆しており、興味深い。 
2020 年までデジタルプラットフォームに対する独禁法を含む規制については世界各国と比べて

中国は何周か周回遅れであったが、2020年末以降のガイドライン制定、具体的規制事案の蓄積及び

行政指導により、中国は、デジタルプラットフォームに対する独禁法・競争法規制に関し既に世界

 
52 2021年1月20日、アリペイ、ウィーチャットペイ等のスマホ決済事業者の分割提案も含む中国人民銀行の規定

案が公表されたが、同規定はいまだ制定されていない。「中国人民银行关于《非银行支付机构条例（征求意见稿）》公

开征求意见的通知」（2021年1月21日）。 
53 例えば、EUにおけるデジタル市場法案、米国連邦取引委員会（FTC）による対フェイスブック訴訟（インスタ

グラムやワッツアップの分離・売却を請求）を挙げることができる。  

http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
http://www.samr.gov.cn/fldj/tzgg/xzcf/202107/t20210706_332354.html
http://www.gov.cn/hudong/2021-01/21/content_5581574.htm
http://www.gov.cn/hudong/2021-01/21/content_5581574.htm
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のトップランナーに躍り出たといってもよい。市場・サービスの先進性の観点からも同国実務は他

国の競争法運用にとって参照価値が認められる（例 間接ネットワーク効果の評価、シェアの指標

等）。 
 
V．デジタルプラットフォーム事業者に対する他の規制 
 (1) 独禁法規制強化の総括 
  中国におけるデジタルプラットフォーム事業者の規制強化の中でも独禁法規制は、同事業者を廃

業に追い込むとか国有化するといった意図で進められているわけではなく、あくまで各事業者の競

争機会を保護し、公正な競争環境を確保するために進められている。同法の規制強化により短期的

に従来、独占利潤を享受していた巨大企業の利潤が競争市場における水準に落ち着き、投資意欲が

減退する等の影響はあろうが、長期的にはむしろ市場における新規参入を活発にし、イノベーショ

ンを促進する効果が期待できる。こうした規制強化は、日欧米で進行中の共通の現象であり、デジ

タルプラットフォーム市場は「勝者総取り」になりやすいという特徴に照らせば、中国における規

制強化も当然の流れと理解できる。むしろ、中国独禁当局である国家市場監督管理総局は、欧米で

も取り沙汰されている企業分割を避けるなど一見した印象よりも謙抑的に法運用しており、起業意

欲やイノベーションに対する悪影響を最小化するよう努めていると見られる。 
 
 (2) 滴滴に対するネットワーク安全審査 
 これに対し、2021 年 7 月以降の滴滴に対するネットワーク安全審査については、別途の検討が

必要である。同年7月2日、ネットワーク情報弁当室内に設置されたネットワーク安全審査弁公室

は、滴滴に対するネットワーク安全審査を開始したと公告した。また、同月4日、ネットワーク情

報弁公室は、滴滴に個人情報の違法収集利用があったとして、アプリストアに対し「滴滴出行」ア

プリの取り下げを通知した。その後、安全審査それ自体の最終的な結果は公表されていない。他方

で、同年 12 月 3 日、滴滴が 6 月に行った米国上場の廃止手続を開始し、香港市場に改めて上場す

る準備を進めている旨公表した 54。 
本安全審査は、米中対立の文脈における米国上場によるデータ国外流出のリスクを背景としてお

り、独禁法規制強化とは大きくその背景事情が異なる（図表2参照）。データ安全法制定直後（2021
年 6 月 10 日制定・9 月 1 日施行）のルール未整備の状況下でも、米国上場前にデータ安全の再確

認を求めた行政指導により滴滴の行動を誘導できると考えたインターネット情報弁公室は、滴滴に

よる直後の米国上場により、その期待を裏切られ、面子をつぶされた 55。そのため、個人情報の違

法な収集・利用というデータ安全とは異なる理由で、即時にアプリストアからの滴滴アプリの取り

下げを要請し 56、公安部、税務総局等も含めた前代未聞の7部門編成の立入調査を実施する等、個

 
54 「滴滴出行、米上場廃止へ手続き 香港上場を準備」日本経済新聞電子版2021年12月3日。 
55 “China Weighs Unprecedented Penalty for Didi After U.S. IPO,” Bloomberg, July 22, 2021, updated on July 
23, 2021.  
56 従来の個人情報の違法な収集・利用を理由とする規制例では、一旦、違法を公表し、改善を命じ、一定の期限を

切った上で、なお違法状態が継続している場合に、アプリストアからの取り下げなどが指示されており、即時の取り

http://www.cac.gov.cn/2021-07/02/c_1626811521011934.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-07/02/c_1626811521011934.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-07/04/c_1627016782176163.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-07/04/c_1627016782176163.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-07/04/c_1627016782176163.htm
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM031HX0T01C21A2000000/
https://www.bloomberg.com/news/articles/2021-07-22/china-is-said-to-weigh-unprecedented-penalty-for-didi-after-ipo
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人情報保護ルールのこれまでの運用と比べ非常に厳格な態度を示した。 
起業意欲やイノベーションへの配慮を示している独禁当局と違い、同弁公室の滴滴に対する姿勢

には容赦が見られない。滴滴は、その配車アプリを通じ、どの利用者がどこで乗車し、どこで降車

したかというデータを収集することができ、例えば、利用者が軍関係者であれば、国家安全保障上、

重要な設備を特定することのできるデータを保有している。本件審査で同弁公室が厳しい態度を示

した背景には「国家安全の保護」（ネットワーク安全法第1条）という、他の利益との比較衡量の余

地のない最重要の利益が関わるとの認識が見え隠れする。 
なお、7 月 10 日に、同弁公室は「ネットワーク安全審査弁法改正案」を公表し、「100 万人を超

える個人利用者の情報を掌握する運営者が国外で上場するときは、ネットワーク安全審査弁公室に

ネットワーク安全審査を届け出なければならない」との規定を新設した（第 6 条）57。同改正弁法

は、同規定をそのまま盛り込み（第7条）、2021年12月28日に制定公布され、2022年2月15日

に施行された 58。 
 

図表２ 独禁法とネットワーク安全法の比較 
根拠法 当局 目的 規制対象 事案 強化の背景 

独禁法 国家市場監

督管理総局 
市場における公

正な競争保護等 
競争制限行

為 
アリババ、テ

ンセント、美

団等（滴滴は

調査中） 

アリババ等に

よる世論操作

の懸念 

ネットワー

ク安全法 
インターネ

ット情報弁

公室 

ネットワーク安

全の保障、ネット

ワーク空間主権

と国家安全の保

護 

ネットワー

ク安全リス

ク、個人情

報違法収集

利用等 

滴滴等 米中対立、米

国の中国企業

上場時の情報

提出要求 

 
Ⅵ．本稿における分析から得られる示唆とデジタルプラットフォーム事業者の規制の見通し 
１．「共同富裕」促進政策 
2021年8月17日開催の中国共産党中央財経委員会第10回会議は、「共同富裕」促進を提起した

59。具体的には、税制、社会保障等の所得再分配の調整力を強化し、中所得者層の比重を高める等と

している。これまでの「先富論」に基づき拡大した所得格差を是正する基本政策として、今後、中

 
下げを要請した今回の滴滴に対する規制姿勢は突出している。従来の規制例として、国家互聯網信息弁公室「関於

Keep等129款App違法違規収集使用個人信息情況的通報」（2021年6月11日）（15業務日以内の改善を要請）。 
57 国家互聯網信息弁公室「網絡安全審査弁法（修訂草案徴求意見稿）」（2021年7月10日公表）、 
58 国家互聯網信息弁公室等2021年第8号令「網絡安全審査弁法」（2021年12月28日制定公布、2022年2月15
日施行）。 
59 「习近平主持召开中央财经委员会第十次会议强调 在高质量发展中促进共同富裕 统筹做好重大金融风险防范化解

工作 李克强汪洋王沪宁韩正出席」新华网（2021年8月17日）。  

http://www.cac.gov.cn/2021-06/11/c_1624994586637626.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-06/11/c_1624994586637626.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-06/11/c_1624994586637626.htm
http://www.cac.gov.cn/2021-07/10/c_1627503724456684.htm
http://www.cac.gov.cn/2022-01/04/c_1642894602182845.htm
http://www.xinhuanet.com/politics/leaders/2021-08/17/c_1127770343.htm
http://www.xinhuanet.com/politics/leaders/2021-08/17/c_1127770343.htm
http://www.xinhuanet.com/politics/leaders/2021-08/17/c_1127770343.htm
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国における政策運営全般に影響を与えると考えられる。 
本会議では国家発展改革委員会、財政部及び人的資源・社会保障部が関連の報告を行っているが、

独禁法を所管する市場総局の参加は報道されていない。また、独禁法強化に関する 2020 年末来の

スローガンである「資本の無秩序な拡張防止」やそれに類する概念への言及も見られない。このこ

とから「共同富裕」促進政策が今次の独禁法執行強化の直接の背景であったと理解することはでき

ない。 
しかしながら「共同富裕」促進政策には、「1 次分配（市場メカニズムによる分配）」、「さらに多

くの人に富裕となる機会を創造し、誰もが参加する発展環境を形成する」、「効率と公平性の関係を

処理する」、「中小企業の発展を支持する」等、今後、独禁法等の法規制強化をさらに促進し、或い

は今後の法執行方針に大きな影響を与えうる要素が多々含まれている。実際に 2021 年 8 月 30 日

開催の中央全面深化改革委員会第21次会議では、「共同富裕促進等の戦略的高所から出発して、公

平競争を形成する市場環境を促進し、各種市場主体、とりわけ中小企業のために、広大な発展空間

を創造し、さらに消費者権益を保護する」との方針が示された 60。この方針は独禁法執行を共同富

裕促進政策の下に明確に位置付ける初めてのものである。これにより、「共同富裕」促進政策が具体

的に実行に移される段階で、独禁法等執行にさらなる追い風が吹くとともに、中小企業の競争機会

を奪う行為類型等に法執行の重点が置かれるといった影響は十分に想定される 61。上記Ⅳ．5 の美

団事件での行政指導書において出前配達員の賃金や社会保障に関する指導が含まれたのも、早くも

その影響が現れた具体例と評価できる。 
 
 ２．独禁法執行予算拡充、国家独占禁止局設置及び法改正案 
 2020年末の「独占禁止強化」の重点任務化から約1か月の2021年1月19日、財務部・市場総

局「独占禁止活動補助経費管理暫定弁法」（2月1日施行）が頒布された 62。これにより、中央財政

の移転支払いを通じた、各省・自治区・直轄市人民政府の市場監督部門が国家市場監督管理総局の

授権により展開される独占禁止法執行のサポートに用いられる補助経費の支出・管理枠組みが明確

となった。これにより、独禁法執行に対する予算拡充方針が明らかとなった。 
 その後、中央レベルの独占禁止局の人員拡充・組織格上げが度々取り沙汰されたが、2021 年 11
月 15 日、市場総局副局長・甘霖氏が国家独占禁止局局長に任命される人事が公表された 63。その

後、同月18日には、正式組織看板掲示式（原文 挂牌式）が執り行われ、市場総局の建物の表玄関

に「国家独占禁止局（国家反壟断局）」の看板が掲示された 64。これにより、市場総局内の組織であ

るが、副部長（副大臣）級がトップを務める国家独占禁止局が設置された。 

 
60 「习近平主持召开中央全面深化改革委员会第二十一次会议强调 加强反垄断反不正当竞争监管力度 完善物资储备

体制机制 深入打好污染防治攻坚战 李克强王沪宁韩正出席」新華網（2021年8月30日）。 
61 独禁法以外にも電子商取引法35条によるプラットフォーム事業者のプラットフォーム内事業（例 出品者）に対

する不当な取引条件設定等の規制が強化される可能性が高い。 
62 「关于印发《反垄断工作补助经费管理暂行办法》的通知」财行〔2021〕4号（2021年1月19日）。 
63 中华人民共和国人力资源和社会保障部「国务院任免国家工作人员（2021年11月15日）」。 
64 国家市場監督管理総局「国家反垄断局正式挂牌」（2021年11月18日）。 

http://fgk.mof.gov.cn/ui/src/views/law_html/85343.html
http://www.mohrss.gov.cn/SYrlzyhshbzb/sydqjdxs/SYguowuyuanrenmian/202111/t20211115_427781.html
https://www.samr.gov.cn/xw/zj/202111/t20211118_336974.html
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この結果、従来、独占禁止法執行担当部署は同総局内の独占禁止局1局であったところ、3司（競

争政策協調司、独占禁止法執行一司及び同二司）から構成される組織に格上げ・拡充された（図解

4参照）65。競争政策協調司、独占禁止法執行一司及び同二司は、それぞれ7、6及び6の処（司及

び処は日本官庁における局及び課に相当）から構成される 66。これにより、人員編成上、40名強の

組織であったところ、100名程度の組織となり、今後、増員が予定されている。 

 
 

 上記の法執行機関の格上げ・拡充に先立つ2021年10月19日、第13期全国人民代表大会第31
次常務委員会において、独禁法施行初めてとなる同法修正草案が審議（第1審）され 67、同草案は

同月23日、公表され、意見募集に付された（意見募集期限11月21日）68。 
 本草案については、主に以下のような注目点が指摘できる。 
① 未届出結合等に対する制裁金引上げ：現行48条「50万元以下の行政制裁金」→「未届出結合

が競争排除・制限効果を有する場合、前年度売上高の10％以下、同効果ないものは500万元以下」

 
65 国家市場監督管理総局機構設置（https://www.samr.gov.cn/jg/）（（七）竞争政策协调司。负责统筹推进竞争政策实

施，负责反垄断综合协调工作。指导地方开展反垄断工作。牵头拟订反垄断制度措施和指南。组织实施公平竞争审查制

度，督促指导各部门和地方开展公平竞争审查工作。负责滥用行政权力排除、限制竞争反垄断执法工作。承担反垄断案

件内部法制审核工作。承担竞争政策和反垄断国际合作与交流工作。承担国务院反垄断委员会日常工作。 
 （八）反垄断执法一司。负责垄断协议、滥用市场支配地位以及滥用知识产权排除、限制竞争等反垄断执法工作。组

织实施数字经济领域垄断协议、滥用市场支配地位执法。指导地方查处垄断协议、滥用市场支配地位案件，组织协调跨

省（自治区、直辖市）垄断协议、滥用市场支配地位案件查处。 
（九）反垄断执法二司。负责依法对经营者集中行为进行反垄断审查。负责查处违法实施的经营者集中案件，查处未达

申报标准但可能排除、限制竞争的经营者集中案件。开展数字经济领域经营者集中反垄断审查。监督执行经营者集中附

加限制性条件。指导企业在国外的反垄断应诉和合规工作。 
66 “China's competition-policy bureau consists of seven units under new organizational model,” Mlex Insight, 15 
Feb 2022. 
67 「坚持规范与发展并重 反垄断法修正草案首次提请全国人大常委会会议审议」新华网（2021年10月20日）。 
68 http://www.npc.gov.cn/flcaw/flca/ff8081817ca258e9017ca5fa67290806/attachment.pdf 同草案の2020年1月公

表の市場総局改正草案との比較については、「中国独禁法修正草案公表」筆者個人ブログ2021年10月26日投稿参

照 

https://www.samr.gov.cn/jg/
http://www.npc.gov.cn/npc/c30834/202110/512cd30239f2492e9ef079500ea9f1a0.shtml
http://www.npc.gov.cn/flcaw/flca/ff8081817ca258e9017ca5fa67290806/attachment.pdf
https://fujiokawashima.wordpress.com/2021/10/26/fldfxzca/
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（新58条） 
② 「情状が重大な場合等は行政制裁金2～5倍化」（新63条） 
③「データ及びアルゴリズム、技術、資本優位並びにプラットフォームルール等を濫用し、競争

排除・制限禁止」（新10条）、「データ及びアルゴリズム、技術、並びにプラットフォームルール等

濫用し障害設置等は市場支配的地位濫用に該当」（新22条2項） 
④「民生、金融、科学技術、メディア等の分野の事業者の結合審査を強化しなければならない」

（新37条） 
⑤ 市場シェアに基づくセーフハーバー基準（反証可能）設定権限（新19条） 
⑥ 企業結合審査期限カウント一時停止（ストップ・ザ・クロック）規定導入（新32条） 
⑦ 第1条の目的規定に「イノベーションを奨励し」の文言を挿入（2020年1月案と同様）。 

 

①、⑤及び⑥は、同法施行後 13 年間の法執行経験によって明らかになった立法上の不備を修正

する改正と言えるが、②～④は、2020年12月以降のデジタルプラットフォーム事業者に対する独

禁法の規制強化の流れを受けたものと理解できる。③は、上述Ⅲのガイドラインに既に現れていた

考え方を法律に反映させる動きであり、④のうち「メディア」への言及は、上述Ⅱにおける、今回

の規制強化の背景に資本による世論操作に対する懸念があるとの分析と整合的である。②はデジタ

ルプラットフォーム事業者に限ったものではないが、規制強化の流れをいわば法律上、固定化する

改正と位置付けることもできる。 
この中でも⑦の目的規定における「イノベーションを奨励し」の挿入は、今後の法執行にどのよ

うな影響を与えるかは予断を許さない。「イノベーションの奨励」の目的化は、法執行当局に対し新

規参入者の排除・妨害に対し厳しい規制姿勢で臨むことを要求する側面もある一方で、Ⅳで見たよ

うに、法執行を謙抑的に抑えるよう作用する可能性もある。実際に、2021 年 10 月草案公表後も、

同文言の挿入の是非に関しては、専門家の間で激しい議論が戦わされている 69。 
中国立法法第29条によれば、常務委員会の担当する立法案は通常3回の審議を要するが、第30

条によれば、比較的意見が一致している場合などは 1～2 回の審議でよいとされている。しかし、

2021 年 12 月 20～24 日開催の第 32 次常務委員会では 70、独禁法改正草案は審議対象とされなか

ったため、2021年中に同改正法の制定はかなわなかった。また、2021年12月17日の常務委員会

法制工作委員会スポークスマンの記者会見によると 71、同法改正草案に対しては、合計 166 人の

416件に及ぶ意見の提出があり、他に一般大衆からの24通の書簡の提出があった。主に行政独占、

重点領域での独占禁止、独占合意セーフハーバー制度、市場支配的地位の濫用の認定、企業結合審

査、独占禁止公益訴訟、法律責任等の問題に対し、意見・提案が提出されたとのことである。 

 
69 「鼓励创新该不该纳入反垄断立法目标？行政垄断何解？专家热议」捜狐（2021年12月1日）及び「专家热议反

垄断法（修正草案）亮点与重点」新浪財経（2021年12月13日）。 
70 「栗战书主持召开十三届全国人大常委会第一百零六次委员长会议决定十三届全国人大常委会第三十二次会议12月

20日至24日在京举行」新华网（2021年11月29日）及び「十三届全国人民代表大会常务委员会第三十二次会

议」。 
71 「全国人大常委会法制工作委员会发言人记者会（2021年12月17日）」。 

https://www.sohu.com/a/504868276_121258696
https://www.sohu.com/a/504868276_121258696
https://finance.sina.com.cn/jjxw/2021-12-13/doc-ikyamrmy8633931.shtml
https://finance.sina.com.cn/jjxw/2021-12-13/doc-ikyamrmy8633931.shtml
https://finance.sina.com.cn/jjxw/2021-12-13/doc-ikyamrmy8633931.shtml
https://finance.sina.com.cn/jjxw/2021-12-13/doc-ikyamrmy8633931.shtml
http://www.npc.gov.cn/npc/kgfb/202111/6eb8b3e3b35249cebdd8e2dd11e30447.shtml
http://www.npc.gov.cn/npc/kgfb/202111/6eb8b3e3b35249cebdd8e2dd11e30447.shtml
http://www.npc.gov.cn/npc/kgfb/202111/6eb8b3e3b35249cebdd8e2dd11e30447.shtml
http://www.npc.gov.cn/npc/d13j32c/13j32c.shtml
http://www.npc.gov.cn/npc/d13j32c/13j32c.shtml
http://www.npc.gov.cn/wszb/zb24/wszb_wzsl.shtml
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専門家間の議論状況や意見提出状況を見ると、或いは第2審では済まず、第3審を要する可能性

もあるが、2022年後半に法改正が成立し、年内に施行される可能性も残る。 
 
３．示唆と今後の展望 

 本稿における分析により、中国共産党・政府とプラットフォーム事業者は、従来想定されていた

ような密接な協力関係だけに立っているわけではなく、両者間に世論操作、国家安全等、政治的に

センシティブな側面に関し、深刻な利害対立も存在することが明らかとなった。他方で、2021年を

通じて進行した後者に対する独禁法規制の強化にも関わらず、密接な協力関係の土台となっていた

イノベーション促進及び国際競争力の増強の政策目標は完全に否定されたわけではない。こうした

党・政府とプラットフォーム事業者の間の複雑な関係について正確に理解することは、今後、WTO
電子商取引有志国交渉における中国の立ち位置を分析し 72、予測する上でも重要な基礎作業となる。 
また、本稿では独禁法規制とネットワーク安全審査を対比する形で検討した。前者では、競争の

促進だけでなく、イノベーション促進及び国際競争力の増強も考慮すべき価値として、慎重にバラ

ンスの確保が図られている一方で、後者では国家安全という至上命題が重視され、そうした他の価

値と慎重にバランスが図られている様子が見られない。この点も、今後のWTO電子商取引有志国

交渉や環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（CPTPP）加入交渉等における

中国の姿勢を分析し、予測する上でやはり重要な知見となる。 
しかし、前者の規制においても、「資本の無秩序な拡張の防止」や「共同富裕促進」といった大き

な政策スローガンの下、地方当局を含めた規制当局が功を競って起業意欲やイノベーションを極端

に萎縮・減退しかねない厳しい法規制に踏み出すリスクがあることは否定できない。独禁法執行機

関が格上げされ、かつ人員が拡充され、法改正の結果、より強力な処分権限を確保した後、中国に

おけるデジタルプラットフォーム規制がいかなる展開を見せるか、今後も注視が必要である。 
以上  

 
72 同交渉の状況については、WTOウェブサイト参照。 

https://www.wto.org/english/tratop_e/ecom_e/joint_statement_e.htm
https://www.wto.org/english/tratop_e/ecom_e/joint_statement_e.htm
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